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　少子高齢化の進行により、我が国の生産年齢人口は、平成７年（1995年）をピークに減
少に転じており、総人口も平成 18年（2006年）をピークに減少に転じています。
　国の「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」では、「少子高齢化の進行や人口減少
の傾向に大きな変化はなく、全体的な動向において、我が国の人口減少に歯止めがかか
るような状況とはなっていない。」と現状認識されています。
　本市においても首都圏に近い山梨県東部地域にあるため、人口減少は急激に進み、少
子高齢化等による諸課題に対応するため、「大月市まち・ひと・しごと創生総合戦略」や

「おおつき創生都市計画マスタープラン」を策定するなど、人口減少の歯止めや市の活性
化に繋がるようなまちづくりを進めてまいりました。

　そこで、新総合計画を策定するにあたり、市民と行政が互いに情報を共有して「信頼
と協働」を構築するなかで、その実現に向けた取り組みを継承・進化させることが重要
であると考え、「基本理念」は、第６次総合計画に掲げた「信頼と協働のまちづくり」を
引継ぎ、新たな「まちづくりの将来像」を「ひとと自然をいかし、希望のもてる未来を
みんなで実現していくまち大月」と定め、平成 30 年度（2018 年度）から平成 39 年度（2027
年度）までの大月市第７次総合計画を策定したところであります。
　本計画では、まちづくりの将来像を実現するための目標を行政の分野ごとに８つの体
系に分け、施策の大綱として方向を定め、各種施策の推進をしていくこととしております。

　今後は、「まちづくりの将来像」の実現に向け、市民と行政とが一体となって計画の推進
に努めてまいりたいと考えますので、なお、一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。
　結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言を賜りました「おおつきの将
来構想検討市民会議」をはじめとする市民の皆様や、慎重な審議を賜りました大月市議
会議員並びに大月市総合計画審議会委員の皆様に心から感謝申し上げます。

　　　　2018（平成30）年3月

ごあいさつ
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１．はじめに

総　論

基本構想

Ⅰ

Ⅱ

基本計画Ⅲ

　１）策定の背景と目的

　大月市は、2007 年（平成 19 年）に 2016 年度（平成 28 年度）を目標年次とし
た「大月市第６次総合計画」を策定しました。
　この計画では、教育環境の整備充実として小中学校の適正配置に伴う施設整備や
安全で快適な医療を提供するための市立中央病院の病棟整備、国・県と連携して国
道 20 号のバイパス延伸による交通利便性の向上などを掲げ、計画に沿った整備を
進めてきました。
　また、財政の健全化についても、厳しい社会経済状況のなか、行財政運営の効率
化に取り組みました。
　しかし、地方経済の状況や雇用情勢は低迷が続き、人口減少や少子高齢化の進展
に合わせた福祉サービスの充実、東日本大震災以降の防災対策の強化など行政ニー
ズは多様化しています。
　一方、国では地方の少子高齢化と人口減少に対し、「地方創生」の観点から、
2014 年（平成 26 年）９月に「まち・ひと・しごと創生法」を閣議決定し、市町
村による「地方版総合戦略」の策定が位置づけられました。
　本市においても 2015 年度（平成 27 年度）に「大月市人口ビジョン」、「大月市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、2016 年度（平成 28 年度）には「大
月市公共施設等総合管理計画」、「おおつき創生都市計画マスタープラン」を策定し
たところであります。
　本計画は、第６次総合計画の期間が完了することを受け、2017 年度（平成 29 年度）
からスタートしなければならないところでありましたが、これらの計画や、国・県
などの関係する他計画との整合性を図るために、策定期間を１年延長し、これまで
のまちづくりの経過と現状を踏まえ、今後の社会情勢の変化に対応する中で、この
先 10 年間の大月市の目指す将来像を明らかにし、長期的視野に立った総合的な指
針を示すものです。
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　２）計画の位置づけ

　本計画は、大月市のまちづくりを進める上で最も基本となる計画で、各種個別計
画の最上位の計画に位置づけるとともに、市民をはじめ国や県、近隣の市町村にま
ちづくりの基本指針として示すものです。

　　○まちづくりの基本となる総合的な最上位の計画
　　○市民や団体等のまちづくり活動の基本指針となる計画
　　○国・県、周辺市町村への「まちづくりの指針」を示す計画

　３）策定の視点

（１）人口減少に対応した計画づくり
　2015 年（平成 27 年）の国勢調査では、国内人口が減少に転じ、今後も少子高齢化、
人口減少の傾向が継続すると推計されていることを踏まえ、人口減少を抑制するた
めの対策を盛り込んだ計画とし、「大月市まち・ひと・しごと創生総合戦略」との
整合性を図ります。

（２）協働の視点
　まちづくりは、行政、地域の各種団体や事業所、ＮＰＯ、ボランティアなど、様々
な形態での協働により取り組まなくてはなりません。
　今後、さらに厳しさを増すことが予想される財政状況を考えると、本市ならでは
の地域特性や特徴的な地域資源を生かすとともに、さまざまな政策課題に対し、第
６次総合計画の基本理念「信頼と協働のまちづくり」の視点で、市民と行政の協働
と連携により、市民が郷土に対し誇りを持てるまちづくりを進める必要があります。
　また、地方分権や地域主権といった、地方自治体が自己責任のもとで主体的なま
ちづくりを進めていかなければなりません。
　そのため本市では、第６次総合計画において推進してきた市民との対話と協働を
互いに共有する中で、基本的な考え方として市民との協働によるまちづくりを促す
仕組みや施策についても位置づけます。

（３）継続性の視点
　行政の施策・事業の多くは、安定した行政サービスの提供に関わるものです。住
民の暮らしに関わる各種行政サービスが、より充実して提供できるよう、第６次総
合計画の進捗を検証し、より効率的・効果的な取り組みとして継続できるよう努め
ます。
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第７次総合計画　　基本構想・10年間

後期基本計画・５年間前期基本計画・５年間

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

実施計画・３年間 毎年度ローリング

　４）計画の構成と期間
　本計画は、基本構想、基本計画、実施計画により構成します。
　　

（１）基本構想
　基本構想は、目指すべき将来像を示すとともに、その将来像を実現するための主
要な取り組みや分野別の取り組み施策の体系を示します。
　2018 年度を初年度に 2027 年度までの 10 年間の計画期間とします。

（２）基本計画
　基本計画は、基本構想の将来像と各種施策の基本方針をもとに、取り組み施策を
分野別に体系化して示します。行政の取り組み施策だけではなく、市民や団体等が
主体となる施策や国・県などへの要望事項、広域的な連携事業などについても位置
づけます。
　計画期間は前期５年間と後期５年間に区分し、前期計画は 2018 年度から 2022
年度までとします。

（３）実施計画
　実施計画は、基本計画で位置づけた施策の具体的な事業の実施期間、事業主体、
予算概要等を示します。
　年度予算や事業評価などの基本となるもので、施策の重要度や緊急度などに加え
て、国や県の施策動向や財政状況、事業の進捗状況等を総合的に判断して３年ごと
の計画とし、毎年度ローリングします。
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○大月市立中央病院や大月短期大学などの整備、小中学校の耐震化
○小中学校の適正配置　　○大月駅前の整備
○大月バイパスの整備、松姫トンネルの開通など交通の利便性が
　向上した
○富士山の世界文化遺産登録やアウトドアブームによる来訪者の増加
○軽トラ市や桃太郎サミット等のイベントの増加
○笹子追分人形伝承活動
○地域おこし協力隊の活動
○行政と市民の意思疎通が良くなってきている　　
○市内全小中学校に空調設備が設置され、教育環境が充実した　など　

　
　第６次総合計画では、市民と行政の協働によるまちづくりの推進に取り組んでき
ました。今回、計画の策定に際し、「おおつきの将来構想検討市民会議」と「職員ワー
キンググループ」を 2016 年度（平成 28 年度）に設置し、これまでの 10 年間の
まちづくりの評価や地域の課題、今後の取り組みなどについて検討しました。
　また、2017 年度（平成 29 年度）に設置した「総合計画審議会」においても計
画の策定について審議され、それぞれの会議の意見を以下のとおりまとめました。

　１）10年間のまちづくりに対する評価

（１）10年間で良くなった点
　主要事業として取り組んだ、施設や道路整備などが進んだことについては評価さ
れています。また、登山客や外国人観光客の増加、市民による地域活動の活発化な
ども挙げられました。

２．市の現況について
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（２）10年間で悪くなった点
　人口減少により地域の活力の低下や賑わいがなくなっていること、都市整備や利
便性に関わる問題、医療・福祉のソフト面での不足などが挙げられました。

○少子高齢化による単身高齢者世帯の増加　
○市役所や火葬場などの公共施設の老朽化　　
○小中学校の統合や大月短期大学附属高校の閉校
○地域行事の減少や近隣活動などの人員不足
○後継者不足等による商店の減少など地域産業に活気がなくなった
○鳥獣被害の増加
○空き家や耕作放棄地、閉校跡地など未利用地の増加
○大月市立中央病院の医師・診療科不足　　など
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○豊かな自然環境として ･･･
　　山、森林、清流、富士山の景観

○地域の歴史文化として ･･･
　　名勝猿橋、甲州街道の街並や本陣跡、駒橋や葛野川の発電所

○人材として ･･･
　　元気な高齢者、大月短期大学の学生
○地理的優位性として ･･･
　　都心から 75キロ圏（通勤・通学が可能、身近な観光地）
　　交通の要衝（ＪＲ中央本線､ 富士急行線､ 国道 20､ 139 号､ 中央自動車道）

■福祉、保健関係
　○子育て支援の充実
　○医療体制の充実
　○高齢者・障がい者福祉の充実

■地域・コミュニティ
　○交通弱者への対応
　○近隣関係の希薄化
　○高齢化により自治会運営に課題

■交通環境
　○バス路線など地域内の移動手段の充実
　○駅周辺の駐車・駐輪スペースの確保

■産業振興
　○森林の有効活用
　○トイレ､ 駐車場､ 立寄り施設整備
　○観光イベントの企画や情報発信の充実
　○観光資源のルート化
　○地域物産やブランド品開発

■土地利用、都市基盤整備
　○空き家・空き地の有効活用
　○耕作放棄地の有効活用
　○学校跡地の有効活用
　○大月駅北側の有効活用
　○未耐震公共施設の耐震化

　２）地域資源
　本市の大切な地域資源として残すべきものや、今後のまちづくりに利活用できる
資源として、以下のものが挙げられました。

　３）地域課題
　本市が抱える課題としては、人口減少・少子高齢化に関わるものと、産業の振興、
地域の賑わいや活性化に関わるものが目立ちました。

人口減少や少子高齢化に関連 産業振興、地域活性化に関連
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○大月市の住みやすさについて
　「住み良い」と「どちらかと言えば住み良い」を合わせた、肯定的意見は 31.6％、「ど
ちらかと言えば住みにくい」と「住みにくい」を合わせた、否定的意見は 37.9％と
なっています。
 

○今後の居住意向について
　「今の場所に住み続けたい」「大月市内の別の場所に移りたい」を合わせた、大月
市内への居住意向は 69.0％、「隣接市村へ移住」「県内その他地域へ移りたい」「県
外へ移りたい」を合わせた、大月市からの転出意向は 28.6％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.00.20.40.60.81.0

今の場所に住み続けたい 大月市内の別の場所に移りたい

大月市に隣接する市村に移りたい 県内のその他の地域へ移りたい

県外に移りたい 無回答

住み良い どちらかと言えば住み良い

どちらかと言えば住みにくいどちらとも言えない

住みにくい 無回答

0.0

問 3-14　大月市の住みやすさについて

問 3-15　今後の居住意向について

5.9 25.7 29.9 25.4 12.5 0.6

61.3 7.7 5.2 7.3 16.1 2.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.00.20.40.60.81.0

今の場所に住み続けたい 大月市内の別の場所に移りたい

大月市に隣接する市村に移りたい 県内のその他の地域へ移りたい

県外に移りたい 無回答

住み良い どちらかと言えば住み良い

どちらかと言えば住みにくいどちらとも言えない

住みにくい 無回答

0.0

問 3-14　大月市の住みやすさについて

問 3-15　今後の居住意向について

5.9 25.7 29.9 25.4 12.5 0.6

61.3 7.7 5.2 7.3 16.1 2.4

　４）アンケート結果（抜粋）　
　2015 年（平成 27 年）3 月、市内に居住する 20 歳以上の市民 2,000 人を対象に「市
民アンケート」を実施し、本市の現況や今後の取り組み意向などについて聞いてい
ます。（回答者：846 人、回答率 42.3％）
　以下は、アンケートに寄せられた意見の抜粋です。
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○ 10年前の大月市との比較
　10 年前の大月市との比較では、「変わらない」が大半を占めるものの、７項目中
６項目で「かなり良くなった」「やや良くなった」の肯定的回答が多くなっています。
特に、「道路、公園などの都市整備について」と「健康、福祉、子育て支援について」
の評価が高くなっています。
　一方、「産業振興（農業、商業、工業、観光）について」は、「やや悪くなった」「か
なり悪くなった」の否定的回答が多くなっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

かなり良くなった やや良くなった

やや悪くなった変わらない

かなり悪くなった 無回答

問 3-16　10 年前の大月市との比較

健康、福祉
子育て支援について

自然環境の保全、
環境衛生について

安心・安全（防災、防犯、
住環境）について

教育、スポーツ、
文化について

道路、公園などの
都市整備について

市民参加・市民協働
について

8.6 31.1 45.3 7.6 5.2 2.2

5.3
28.5 56.4

4.1
2.6

24.5 59.1 7.6 1.9

20.2 61.7 7.4 3.0

6.3 40.2 43.6 4.6 2.0

1.4

13.5 53.1 19.5 10.2 2.4

2.4
18.0 66.3 7.1

2.7
3.5

2.7

5.0

3.3

5.0

2.0

3.1

産業振興（農業、商業、
工業、観光）について
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　これまでの本市の取り組みと現況、市民の評価や意向などを踏まえ、今後の取り
組み方向について以下のように整理しました。

　１）若い世代の定住環境づくり
　若い世代が定住するためには、快適で安心できる環境とともに、日々の生活を支
えるための働く場所が必要です。また、首都圏通勤者の増加に向けた住宅施策への
取り組みや、継続的な企業誘致、起業支援等に取り組む必要があります。

　２）健やかに安心して暮らせる地域づくり
　子育て支援の充実により、子どもを産み育てやすい環境づくりに取り組むととも
に、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、福祉、介護、医
療体制の充実に継続して取り組む必要があります。

　３）人口減少社会の地域コミュニティ支援
　地域コミュニティは、社会生活の共同体であり、維持・継続しなければなりません。　
　集落の世帯数の減少や高齢化によって、地域文化の伝承や自治会活動など、地域
コミュニティの維持が難しくなることから、支援方策を検討する必要があります。

　４）道路網の整備や公共交通など生活利便性の向上
　後継者不足などによる地元商店の減少により、自動車の運転ができない人は、日
常の買い物に不便を感じる状況にあります。買い物環境の整備や公共交通の充実な
ど移動手段の整備を検討するとともに、幹線道路と生活道路のアクセス整備など生
活利便性の向上に努める必要があります。

３．今後の取り組み方向
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　５）自然環境の保全・活用
　先人から受け継いだ豊かな自然環境を、次世代に受け渡せるよう、かけがえのな
い財産として、山林や清流の自然資源を保全するとともに、リユースや再資源化な
どの循環型社会への対応、公害・不法投棄の取締りや意識啓発などを充実する必要
があります。

　６）観光資源の情報発信と広域連携
　世界文化遺産に登録された富士山や、アウトドアブームによる釣りや登山など、
市内への来訪者は増加傾向にあります。観光資源の環境整備や観光ポイントへの
ルート整備、また、様々な手段での情報発信に加えて、広域で連携した観光企画な
どに取り組む必要があります。

　７）地域産業の育成
　農林業や地元商工業などの地域産業の担い手の育成や、後継者確保に努める必要
があります。また、地元産材を使った商品開発やブランド化の推進に努めるととも
に、産学官で協働・連携できる仕組みづくりを検討します。加えて、休耕地や空き
店舗の有効活用策についても検討する必要があります。

　８）防災対策と緊急対応ができる体制整備
　山間地や河川沿いの集落では、地域の特性を踏まえた避難・安全確保対策の充実
や、自助・共助の意識づくりなど、各地区の状況にあった自主防災対策が必要です。　　
　また、市域が広いことから急病時等の緊急搬送体制の更なる充実や地域消防力の
維持・強化など、安心して暮らせる体制づくりにより一層努める必要があります。
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　９）潜在的な住民力と地域力の発掘
　地方分権（地方主権）化の進展に伴い、市民の皆さんにも市民参画、協働意識が高
まってきました。市民参画、市民協働の仕組みを強化することで、市民が潜在的に持
つ「住民力」と「地域力」をさらに引き出せる可能性があります。地域の人材を有効
に生かした小中学校教育の充実と連携や、大月短期大学との連携、学生等の地域活動
支援、生涯学習などを通じた地域リーダーの育成に取り組む必要があります。

　10）ふるさと教育の推進
　郷土を大切にする心を育てるには、地域の歴史・伝統・文化・産業・自然について、
地域の人たちとのふれあいの中で学んでいくことが大切です。
　子ども達には、本市独自の教育施策を推進し、個性を伸ばし、豊かな自然や人的
環境の中で、自然・勤労体験を位置づけた教育課程の編成と実践に努める必要があ
ります。また、市民一人ひとりが地域への愛着と誇りを持てるよう、更なる生涯学
習の環境整備に取り組む必要があります。

　11）土地利用方策の検討
　限られた平坦地を最大限活用して都市機能の誘導を図りながら、特色ある地域づ
くりを進め、持続可能な都市の形成を図る必要があります。
　特に、大月駅北側や学校跡地、桂台地区などの大規模空閑地の有効活用による地
域活性化や都市基盤整備を検討する必要があります。
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Ⅱ
基本構想
大月市第７次総合計画
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１．まちづくりの将来像

　大月市第６次総合計画では、「信頼と協働のまちづくり」を基本理念とし、将来
像として「郷土に愛着と誇りを持ち、豊かな自然の恵みを生かし、一人ひとりにや
さしく、安全で安心して、健康で住み続けることのできる活力のあるまち」を掲げ
てまちづくりを進めてきました。
　改めて本市のまちづくりを考えたとき、市民と行政が互いに情報を共有し基本理
念にある「信頼と協働」を構築する中で、その実現に向けた取り組みを継承・進化
することが重要であります。
　第７次総合計画では、基本理念として「信頼と協働のまちづくり」を継承し、本
市ならではの地域特性や特徴的な地域資源を生かし、市民と行政の協働と連携によ
り、市民が郷土に対し誇りを持ち、未来に希望を持てるまちづくりを進める必要が
あります。
　そこで、本市にとって何が大切かを念頭に置きながら、これからどのようなまち
づくりを目指すべきかを表現した「まちづくりの将来像」を次のように定めます。

ひとと自然をいかし、希望のもてる未来を
　　　　　　　みんなで実現していくまち　大月

総　論

基本構想

Ⅰ

Ⅱ

基本計画Ⅲ
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　本市の人口は、1995年（平成7年）の35,199人から減少傾向で推移してきました。　
　日本全体でも今後は人口減少社会が続くことを踏まえ、市の将来人口についても
減少を前提に設定します。
　しかし、出生率の向上や市外転出の抑制と市内転入の促進に努めることにより、
減少率を最小限にするよう、各種施策の充実に努める事を前提に、総合計画前期の
最終年 2022 年の人口を 23,800 人、後期計画の最終年 2027 年の人口を 22,500
人と設定します。
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2005 年 2010 年 2015 年 2017 年 2022 年 2027 年

※各グラフの頂点に総人口を入れてください

※2020 年と 2027 年は、予測値なので、実推移と区別がつく感じで

人口推移と将来人口

※年齢不詳があるため、総人口と年齢３区分の合計は一致しません
※2005 ～ 2015 年は各年 10 月 1日現在の国調人口、2017 年は 10 月 1日現在の住基人口

注．将来人口：「大月市人口ビジョン」の
　　　　　　　将来人口をもとに設定
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市内転入の
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2,045
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8,935
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36.9%
38.2%
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52.7% 49.7%

12.4%

10.3% 8.8% 8.2% 9.1% 10.6%

２．人口指標
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　１）基本的な考え方
　本市の土地利用の基本的な方向は、以下の考え方に基づくものとします。

①集約的な都市的土地利用の展開
　コンパクト及びネットワーク都市構造の基盤として、ＪＲ中央本線および国道
20 号沿いに連なる拠点駅（大月駅、猿橋駅、鳥沢駅）周辺の「都市機能誘導エリア」
において、都市・居住機能の集積を図ることとし、公共交通や人口集積を活かした
積極的な都市的土地利用を展開します。

②田園環境と居住機能の調和
　農地と住宅地・集落が混在する区域においては、良好な営農基盤と快適な生活環
境が調和する、田園環境を活かした秩序ある土地利用の展開を図ります。

③自然的土地利用の保全・活用
　山林等においては、自然的土地利用を維持し、眺望や景観、自然環境に優れる区
域は、市民や都市住民の保養・レクリエーション等の場として活用します。

　２）土地利用方針
　土地利用区分ごとの方針は以下のとおりとします。

①中核市街地地区
　大月駅周辺は、市民や周辺市等の住民、駅利用者、観光客等のニーズに対応した
市の中心的な商業地として商業業務施設の立地を誘導するとともに、主要な公共施
設の更新・移転などにより、市民サービスの拠点機能を強化します。
　また、利便性に優れた土地の高度利用を図るため、適正な道路基盤等の整備のも
と、空閑地の活用や老朽化した住宅・商業施設等の建て替え等を促し、商業機能を
更新・魅力化するほか、集合住宅等の都市型の居住機能を導入し、定住人口増加の
受け皿とします。
　駅北側の大規模空閑地は、上記の機能展開を先導する戦略用地として位置づけ、
商業業務・公共サービス・住宅機能が複合した先進的な都市機能の展開を図ります。

３．土地利用の基本方針　
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②活性化施設地区
　桂台地区の大規模空閑地は、住環境との調和のもと、就業人口や昼間人口の増加
に寄与するとともに、市のブランドイメージや市民生活の向上への貢献が期待され
る拠点的な活性化施設の立地誘導を図ります。
　活性化施設は、新たな社会課題に対応する先進的な生活支援サービス等の内容を
有するものとし、福祉・介護・教育系施設を想定します。

③複合市街地地区
　中核市街地地区の周辺や国道 20 号沿道の市街地は、住環境との調和のもと沿道
型の商業・業務等施設の立地を誘導し、後背する住宅地や国道通行者に向けたサー
ビス機能を充実します。
　また、周辺住宅地と駅を結ぶ安全・快適な歩行者空間を整備するなど、生活利便
性を向上する連携軸としての道路基盤を強化します。

④住宅市街地地区
　中核市街地地区や複合市街地地区に隣接・近接し、面的な広がりを有するまとま
りある住宅地は、商業施設・生活サービス施設に近接し、鉄道やバス等の公共交通
に恵まれた立地特性を活かし、生活利便性と良好な居住環境を備えた住宅地として、
生活道路・公園等の生活基盤の充実を図ります。

⑤集落・農地保全地区
　農地と混在する住宅地（集落）は、田園・里山環境に囲まれた、閑静でゆとりあ
る環境の住宅地として、コミュニティの維持に努めます。既存の生活道路等を活か
しながら、狭隘区間の解消や危険個所の改善等により、安全性・快適性を備えた、
簡素で良質な生活基盤を整備します。
　また、空き家を二地域居住や工房付住宅等として活用するなど、自然環境との共
生を志向する新たな居住者を受け入れ、新たなコミュニティの形成を支援します。
　まとまった優良農地は、不適切な農地転用を抑制し、適正な農地利用を維持します。　　
　また、小規模農地の集約化や遊休農地の解消に努めるとともに、農道等の農業基
盤を改善し、営農環境の充実・強化を図ります。
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⑥レクリエーション地区
　自然環境や歴史文化的環境に恵まれる大規模公園・景勝地（桂川ウェルネスパー
ク、岩殿山風致公園）は、各地区の特性を活かしながら、市民や都市住民のレクリ
エーションや体験学習等の場として、機能の保全・充実を図ります。
　シオジの森ふかしろ湖（深城ダム）周辺は、水辺環境及び良好な自然植生等を活
かし、新たな観光レクリエーション拠点としての整備を検討します。

⑦自然保全地区
　山林は、水源涵養や国土保全、景観形成、木材生産、保健・休養など森林の持つ
多面的な機能が発揮されるよう適正な保全・維持管理を図ります。
　また、富士山の眺望や優れた自然景観などを活かし、登山やハイキングなど多様
な森林レクリエーションの場として活用できるよう、自然環境の保全・再生や利用
環境の整備を図ります。
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　本計画を着実に推進するためには、財政の状況や社会動向を踏まえ、評価・管理
の仕組みを作るとともに行財政改革との連動に努める必要があります。

　１）計画進捗に関する評価・管理の確立
　計画進捗の評価・管理は、事業の実施状況や将来目標実現のために必要な施策等
に関する情報を把握し適時見直すことです。
　「計画（Plan）」－「実施（Do）」－「検証（Check）」－「見直し（Action）」により、
本計画の着実な推進と地域の状況との整合を図ります。
　

（１）評価・管理の手順

本計画を具体的に推進するための実施
計画を毎年度策定します。
また、策定から５年を目安に後期基本
計画の策定を行います。

各担当は、実施計画に即して施策・
事業を実施し、その結果を把握し
ます。

事業が実施され、期待した結果や
成果になっているかを検証します。

期待した成果と結果に差がある場合
は、必要に応じて、見直しに向けた
取り組みを行います。

見直し

計画
01 02

0304
検証

実施

Action

DoPlan

Check

４．計画推進の指針

Ⅲ　
基
本
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Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅰ　
総
論
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（２）評価・管理の方針

①事務事業の見直しの徹底
　本計画の進行管理と事務事業評価の段階的な連動を図ります。特に、ハード事業
やソフト事業の区別なく、既存の事務事業を、必要性や効果、主体（住民、民間、
行政）の妥当性などの観点から総合的に検討し必要な見直しを行います。

②改善に向けた体制づくりの推進
　事務事業の進捗結果を具体的な改善に結びつけるために、必要な体制づくりを進
めます。また、進捗状況や改善状況の情報公開に努めます。

　２）行財政改革との連動
　行財政改革は本計画を実現する上で不可欠な取り組みであり、本計画と行財政改
革は将来像実現のための両輪です。関係各課の横断的な連携や政策調整機能の強化
により、本計画と行財政改革との一体的な推進を目指します。
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　将来像を実現するため分野ごとに基本的な方針を、施策の大綱として以下のよう
に定め各種施策を推進します。

○便利で賑わうまちづくり（都市基盤の整備分野）
　賑わいのある商店街や、落ち着いた住宅地など、必要な用途が効率良く配置され
た土地利用や都市基盤の整備を計画的に進めるとともに、道路網や交通網の充実を
図り、利便性の向上に努めます。

　　　◆土地の有効利用　　　　◆市街地整備の推進
　　　◆道路交通網の整備　　　◆公共交通の充実

○緑や水と共生するまちづくり（生活環境の整備分野）
　地域性を生かした快適な住宅地の整備や、公園、上・下水道、ごみ処理など生活
環境基盤の整った快適なまちづくりを進めます。また、ごみのリサイクルや環境美
化活動など、市民・事業者・行政それぞれができることについて取り組みます。
　加えて、本市が持つ優れた自然景観や歴史的景観を生かし、これらと調和した市
街地や集落・沿道景観等の誘導に努めます。

　　　◆環境保全と公害の防止　　◆上水道・下水道の整備
　　　◆美しい景観づくり　　　　◆暮らしやすい環境整備

○健やかに暮らせるまちづくり（健康・保健に関わる分野）
　子どもから高齢者まで、健康な毎日が送れるように、各種健診や予防接種の充実、
健康情報の提供等に努めるとともに、介護予防と介護支援の体制整備に努めます。　
　また、病気等になったときも安心して医療が受けられる環境整備を進めます。　　　

　　◆母子保健の充実　　　◆健康増進の支援と健診の充実
　　◆介護保険の充実と介護予防の支援　　　◆医療体制の充実

５．施策の大綱
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○安心と信頼のまちづくり（福祉・社会保障に関わる分野）
　安心して子どもを産み、育てることができるように、子育て支援サービスの充実
を図り、世代や地域を越えて皆で見守る体制づくりを進めます。
　また、高齢者や障がい者が必要とする支援やサービス提供の充実に努め、助け合
えるコミュニティづくりを支援します。

　　　◆子育て支援の推進　　　　◆高齢者福祉の推進
　　　◆障がい者福祉の推進　　　◆地域福祉活動の充実

○豊かな心が育つまちづくり
　（子どもの教育や生涯学習に関わる分野）
　学校教育等の中で、子どもがのびのびと勉強や活動ができるように教育環境の整
備に努めるとともに、生涯を通じてさまざまなことを学ぶことができ、気軽にスポー
ツや文化活動を楽しむことができる環境を整備します。
　加えて、先人たちの有形無形の所産である地域の伝統・文化の継承を図ります。

　　　◆幼児教育の推進　　　◆学校教育の充実
　　　◆短期大学の充実　　　◆地域文化の継承
　　　◆生涯学習の推進
　　　

○活力あるまちづくり（産業振興の分野）
　本市の自然を生かした農林業の展開を図り、企業誘致や起業への支援などを進め

「大月ブランド」創りに努めます。
　また、商工会などと連携し、地域産業の強化促進とともに、皆が集まり買い物が
しやすい商業環境の整備に努めます。
　一方、ワークライフバランスの促進により、だれもが働きやすく、仕事、家庭、社
会参加のいずれもが充実するよう、企業や関係機関への働きかけや支援を行います。

　　◆農林業の振興　　　◆商工業の振興
　　◆観光の振興　　　　◆勤労者福祉の充実
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○安全で安心なまちづくり
　　（生活の安全・安心に関わる分野）
　災害に強く、災害が発生したときも被害が最小限となるような備えの充実・整備
を進めます。
　また、犯罪の発生や被害のない、安心して暮らせる環境整備を進めるとともに交
通安全施策の充実を図り、交通安全ルールが遵守される交通事故のないまちづくり
に努めます。

　　　◆防災体制の整備　　　　　　◆治山・治水の推進
　　　◆消防・救急体制の充実　　　◆交通安全・防犯対策の推進

○持続可能なまちづくり（行財政運営に関わる分野）
　行政情報を速やかに提供し、わかりやすく透明性の高い行政運営を進め、情報の
共有によって、市民と行政の深い信頼関係を築くとともに、市民の声を聴く機会の
充実や市民参加の促進に努めます。
　また、財政基盤の確立のため歳出の抑制と歳入の確保に努め、一層の財政健全化
に取り組むとともに、広域連携や民間等の活力の導入も検討しながら、持続可能で
効率的な行政運営を推進します。

　　◆広聴広報機能の充実　　　　◆コミュニティ活動の推進
　　◆職員の業務能力の向上　　　◆行政運営の充実
　　◆健全な財政運営　　　　　　◆広域連携の推進
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６．施策体系

　１）便利で賑わうまちづくり

　　　　◆土地の有効利用　　　　　　　◆市街地整備の推進
　　　　◆道路交通網の整備　　　　　　◆公共交通の充実

　２）緑や水と共生するまちづくり

　　　　◆環境保全と公害の防止　　　　◆上水道・下水道の整備
　　　　◆美しい景観づくり　　　　　　◆暮らしやすい環境整備

　３）健やかに暮らせるまちづくり

　　　　◆母子保健の充実　　　　◆健康増進の支援と健診の充実
　　　　◆介護保険の充実と介護予防の支援　◆医療体制の充実

　４）安心と信頼のまちづくり

　　　　◆子育て支援の推進　　　　　　◆高齢者福祉の推進
　　　　◆障がい者福祉の推進　　　　　◆地域福祉活動の充実
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　５）豊かな心が育つまちづくり

　　　　◆幼児教育の推進　　　　◆学校教育の充実
　　　　◆短期大学の充実　　　　◆地域文化の継承
　　　　◆生涯学習の推進

　６）活力あるまちづくり

　　　　◆農林業の振興　　　　　◆商工業の振興
　　　　◆観光の振興　　　　　　◆勤労者福祉の充実

　７）安全で安心なまちづくり

　　　　◆防災体制の整備　　　　　　◆治山・治水の推進
　　　　◆消防・救急体制の充実　　　◆交通安全・防犯対策の推進

　８）持続可能なまちづくり

　　　　◆広聴広報機能の充実　　　　◆コミュニティ活動の推進　
　　　　◆職員の業務能力の向上　　　◆行政運営の充実
　　　　◆健全な財政運営　　　　　　◆広域連携の推進

Ⅲ　
基
本
計
画

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅰ　
総
論
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Ⅲ
基本計画
大月市第７次総合計画

便利で賑わうまちづくり

緑や水と共生するまちづくり

健やかに暮らせるまちづくり

安心と信頼のまちづくり

豊かな心が育つまちづくり

活力あるまちづくり

安全で安心なまちづくり

持続可能なまちづくり

1
2
3
4
5
6
7
8
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便利で賑わうまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

土地の有効利用　
市街地整備の推進
道路交通網の整備
公共交通の充実

1-1

1-2

1-3

1-4

1
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　本市は、森林・原野が全体面積の約９割を占め平坦部が極めて少ないことから、
宅地や農用地などは河岸段丘や山裾の傾斜地にまで広がっています。
　また、市街地は、笹子川および桂川沿いに帯状に連なっているため東西に細長く、
ＪＲ中央本線の６駅を中心に分散しています。
　このような中、本市では市街地に隣接する形で、民間事業者等により丘陵地の農
地や山林への大規模な宅地開発が行われてきました。
　その一方で、住宅と工業施設・商業施設などの土地利用の混在がみられ、これら
は地形的な制約等から道路の拡幅などの整備が進まず、合理的な土地利用がなされ
ておらず、道路や排水路など都市基盤が整っていない地域においても、無秩序に宅
地化が進行した経緯もあります。
　近年では、少子高齢化の影響により、市内全域において空家や未利用の土地が急
速に増加しているため、それぞれの地域に応じた土地利用や人口減少に合わせた都
市機能の集約化を計画的に進めるとともに、土地利用の基本方針に沿った快適な市
街地の形成や自然環境の保全などに努める必要があります。

土地の有効利用
❶ 便利で賑わうまちづくり1-1

施　策

《施策項目》

《基本目標》

　《現況と課題》

長期的なまちづくりの視点に基づいた、計画的な土地利用の推進を図り、地
域の特性に合わせた秩序ある土地の利活用がされたまちをつくります。

①総合的な土地利用の推進

②地域特性に合わせた土地利用
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①総合的な土地利用の推進

○国土利用計画の見直し、計画に基づいた長期的な視点での土地利用を推進し　　
　ます。
○都市計画マスタープランおよび立地適正化計画を基本とした、まちづくりを
　推進します。

②地域特性に合わせた土地利用

○ＪＲ中央本線および国道 20 号沿いに連なる拠点駅（大月駅、猿橋駅、鳥沢駅）
　周辺においては、公共交通や人口集積を活かした積極的な都市的土地利用を　
　展開します。
○農地と住宅地・集落が混在する区域においては、良好な営農基盤と快適な生
　活環境が調和する、田園環境を活かした秩序ある土地利用を展開します。
○山林等においては、自然的土地利用を維持し、眺望や景観、自然環境に優れ
　る区域は、市民や都市住民の保養・レクリエーション等の場として活用します。
　

土地の有効利用
Ⅰ　
総
論

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅲ　
基
本
計
画

《計画施策》
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　国道 20 号やＪＲ中央本線に沿った地域は、かつて甲州街道の宿場町として築か
れ、現在も鉄道駅の周辺に市街地が展開し、それらは本市の都市軸となっています。
　市中心部の活性化として大月駅周辺整備事業が行われ、平成 23 年度に南口駅前
広場が完成しています。今後は、南北自由通路、駅北側の整備等に取り組み、民間
企業による大月駅北側整備開発を市が主導する形で土地利用を推進する必要があり
ます。
　また、大月駅や猿橋駅周辺は、岩殿山や名勝猿橋など観光拠点があり来訪者も多
いため、魅力ある大月市らしい特徴をもった地域の形成が求められる一方、鳥沢駅
や梁川駅などを含む東部地域は、里山の自然資源があります。
　これらを大切にしながら、東京都心や八王子市・立川市等に近い条件を活かし、
良好な居住空間を中心とした土地利用を図る必要があります。
　中央自動車道の大月インターチェンジ周辺については、将来的に国道 20 号大月
バイパスがつながる道路網の中心となることを想定した新たな産業機能の誘致が求
められてきます。
　さらに、初狩駅や笹子駅を中心とした西部地域や国道 139 号沿いの北部地域は、
自然豊かな落ち着きある空間を形成しているため、これらの地域の特徴を活かしな
がら、快適な空間の形成を図る必要があります。
　また、本市には、小規模工場等が住宅地や商業地に混在している地域があるため、
今後は、住工混在の解消を図ることが課題となっています。

市街地整備の推進
❶ 便利で賑わうまちづくり1-2

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

活力と賑わいのある利便性の高いまちづくりを目指し、中心市街地の整備を
推進し、定住環境が整備されたまちをつくります。
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①計画的な市街地整備

○大月駅北側の整備を推進し、公共施設（※市庁舎）および商業施設、観光関
　連施設、住居施設の誘致による中心市街地の整備を進めます。
○猿橋駅周辺の土地区画整理事業等を推進するとともに、桂台地区の未利用地
　への施設整備を促進します。
○定住の促進と良好な住宅環境を整備するため、秩序ある宅地化の誘導に努め
　ます。
○商業振興に結びつく土地利用により、市街地の生活利便性の向上を図ります。
○駅周辺に駐車場・駐輪場の整備を検討し、利便性の向上を図ります。

②都市計画の促進

○秩序あるまちづくり推進のため、用途地域など都市計画制度の活用により、
　土地利用の適正な規制・誘導を図ります。

市街地整備の推進

《施策項目》

《計画施策》

①計画的な市街地整備

②都市計画の促進
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　本市は、東京都心および業務核都市である八王子市や立川市などへの交通の利便
性が高い地域であることや、国道 20 号・国道 139 号などの都市間交通として重要
な役割を果たしている幹線道路や中央自動車道大月インターチェンジ、ＪＲ中央本
線と富士急行線の鉄道交通などによる広域交通網の結節点にあたることから、交通
の要衝として古くから発展してきました。
　近年では、中央自動車道や国道 20 号の交通量が増加し、狭隘する道路形態から、
本市周辺においても慢性的な渋滞が発生するようになりました。
　市街地の慢性的な渋滞を解消するため、国道 20 号の駒橋地区から大月インター
チェンジまでの間、3.2 ｋｍについて大月バイパスの整備が進められ、平成 19 年
10 月に第一工区の駒橋地区から国道 139 号までの間、1.7 ｋｍが供用開始となり、
現在は第二工区である国道 139 号から大月インターチェンジまでの間、1.5 ｋｍの
整備が進められています。
　一方で、鉄道各駅などへのアクセス道路については、地形的要因などから道路幅
員が狭く、車両の往来や歩道設置が困難な路線など、改良の必要な路線が多数あり、
拡幅改良のため土地所有者などの関係者との協議調整が必要です。
　既に整備が検討されている大月駅北側周辺地域をはじめとした、駅周辺の計画的
な整備とともにアクセス道路等の整備を進め、活力あるまちづくりを行うことが必
要です。

道路交通網の整備
❶ 便利で賑わうまちづくり1-3

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

広域交通網の拡充や災害時の避難路確保、日常の交通利便性の向上を目指し、
計画的な道路整備がされたまちをつくります。
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①幹線道路の整備

○国道・県道の危険箇所や渋滞箇所、狭隘箇所、歩道設置等について改良等を　
　要望します。
○国道・県道に接続する幹線市道の整備・改修を進め、円滑な交通網の確保と
　住民の利便性の向上を図ります。

○安心して利用できる道路環境整備のため、歩道の設置や電線の地中化など景
　観にも配慮したゆとりある道づくりを国・県等に要望します。
○災害時の避難路確保のため、都留市と大月インターチェンジ間の避難路線や、
　道路幅員の狭い初狩地域のバイパス道路の新設について関係機関に要望します。
○国道 139 号の継続的な改良整備について要望します。

②大月バイパスの整備

○主要幹線道路である国道 20 号の大月市街地における交通渋滞緩和を図るため、　　　
　大月バイパス第二工区（国道 139 号から大月インターチェンジ間）の早期完　
　成を目指し、国土交通省と連携して取り組みます。

道路交通網の整備

《施策項目》

《計画施策》

①幹線道路の整備

②大月バイパスの整備

③生活道路の整備

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

４０８ｍ
生活道路の快適性、安全性の向上
を目的とし、数値を設定します。５００m道路の改良延長
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○大月バイパスへのアクセス道路について、地域の実情に応じた整備を検討し
　ます。

③生活道路の整備

○居住環境を向上させるため、市民生活に密着した生活道路の計画的な修繕・
　補修に努めます。

○幅員が狭い市道などについては、周辺住民や関係者と調整を図り、土地所有
　者の協力を得ながら道路整備について検討し、安全な交通網の形成を進めます。
○除雪対象路線を見直しながら、除雪体制の強化に努めます。

○橋梁長寿命化修繕計画に基づき計画的な修繕を実施するとともに、パトロー 
　ルや点検の実施による補修・修繕など安全管理に努めます。

指標名

指標名

指標名

指標名

現状値

現状値

現状値

現状値

目標値

目標値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2022年

2022年

2016 年

2016 年

2016 年

2016 年

着工

１１０路線

１箇所／年

７箇所／年

パイパス整備によって交通集中が分
散化され、利便性が向上します。　
※2020 年供用開始予定

冬期の安全な道路交通の確保を目
的とし、数値を設定します。※平成
26年に除雪対象路線の大幅見直し
を行ったため、現状維持に努めます。

安全な道路網の維持を目的とし、
数値を設定します。

居住環境の向上を目的とし、数値
を設定します。

完成

１１０路線

２箇所／年

１０箇所／年

第２工区の推進

除雪対象路線数

橋梁修繕箇所数

生活道路の
改良箇所数
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　鉄道輸送に関しては、山梨県、長野県および両県のＪＲ中央本線沿線市町村など
で組織する「中央東線高速化促進広域期成同盟会」に参画し情報交換やＪＲ東日本
への要望などをしています。
　平成 25 年度の富士山世界文化遺産登録に伴う観光客の増加を受け、東京駅始発
終着の特急電車の増発や、人口減少対策として沿線地域から東京圏への通勤通学利
用を促進する割引特急料金制度の導入、普通電車・快速電車の増発、特に夜間の東
京発大月行の増発、甲府駅からの早朝の快速電車の運行や快速電車の甲府延伸を要
望し、市民の利便性の向上に取り組んでいます。
　また、2020 年に開催される東京オリンピックに伴い、観光客等の往来が増える
と予想されるため、輸送力の増強が求められます。
　一方、路線バスについては、富士急山梨バスと協議をする中で運行本数や路線の
改善を進めています。小中学校の適正配置が完了し、通学は、路線バスからスクー
ルバスでの利用が多くなり、路線バスの利用状況にも変化があるため、市民の満足
度が得られる公共交通システムの改善に向けて検討しています。
　市民ニーズや住民意見を踏まえた上で、国の政策や民間の動向を注視しながら、
バス路線の編成の検討や * デマンド交通の導入などを視野に入れた、調査、事例検
討などを進める必要があります。
　また、高齢者および障がい者の方々が市内各地に路線バスで出かけていただける
ように、１年間 5,000 円で自由に利用できる「お出かけパス」を交付していますが、
今後も増加が予想される高齢者の移動弱者に向けた対応についても検討します。

* デマンド交通
電話予約など利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通の一形態。

公共交通の充実
❶ 便利で賑わうまちづくり1-4

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

関係機関と連携しながら、鉄道輸送やバス路線の充実など公共交通網が整備
されたまちをつくります。
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①鉄道輸送等の充実

○山梨県、長野県および両県のＪＲ中央本線沿線市町村などで組織する「中央
　東線高速化促進広域期成同盟会」や関係機関と連携しながら、ＪＲ東日本に
　増発を働きかけ要望活動を引き続き実施します。
○駅利用者の利便性向上のため、駅施設（トイレ、駐車場 ･ 駐輪場）の整備充

　実について検討します。

②生活交通の充実

○高齢者や児童・生徒等の日常生活における交通手段として欠かせない路線バ
　スの利用を広く市民にＰＲし、さらなる利用を促進します。
○関係機関や利用者等との連携・調整を図り、持続可能な生活交通の維持・確
　保方策を検討します。

《施策項目》

《計画施策》

①鉄道輸送等の充実

②生活交通の充実
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緑や水と共生するまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

環境保全と公害の防止　
上水道・下水道の整備
美しい景観づくり
暮らしやすい環境整備

2-1

2-2

2-3

2-4

2
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　これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動は、身近な地域の環
境だけでなく地球温暖化やオゾン層の破壊、酸性雨の発生、森林減少など、地球規
模での環境問題を発生させています。平成 28 年５月に地球温暖化対策を総合的か
つ計画的に推進するため「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、国内の温室効果
ガスの排出削減目標（2030 年度に、2013 年度比 マイナス 26％）が示されました。
　この排出削減目標に向け、地球環境問題を視野に入れた資源循環型社会を構築す
るにあたり、環境への負荷を減らし限りある資源の消費を抑制する観点から、ごみ
の減量化・再利用・再資源化に対する取り組みを従来以上に推進していく必要があ
ります。
　対策のひとつとして、市民一人ひとりが家庭や勤務先等において、リサイクルや
ごみの減量等に取り組むことが求められます。
　地球環境問題を視野に入れた資源循環型社会を実現するには、本市の美しい自然
環境の保全を再認識し、市民ＮＰＯ団体、民間事業所等と行政が連携して環境保全
に取り組む必要があります。
　また、近年は、空家・空地が起因する問題も増えています。雑草繁茂や害虫によ
る周辺の環境衛生や、空家の倒壊や部材の飛来から周辺住民の安全を守るための対
策が必要となってきています。

環境保全と公害の防止
❷ 緑や水と共生するまちづくり2-1

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

廃棄物の適切な処理や環境問題への意識啓発、情報提供を充実し、市民や事
業所、各種団体等が協力し地域の環境が保全されたまちをつくります。
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①廃棄物の適切な処理及びごみの減量化に向けた取り組み

○ごみの分別と出し方のルールについて情報提供と意識啓発を図ります。
○リサイクル推進の強化等により、ごみ減量化を図ります。

○ごみステーションの適正管理についての周知と指導に努めます。
○大月都留広域事務組合と連携し、ごみ及びし尿の収集業者への適切な指導に
　より、ごみ収集やし尿収集体制の充実を図ります。
○効率的なごみ処理を目指し、４Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル、リフュー
　ズ）の周知啓発を行います。

環境保全と公害の防止

《施策項目》

《計画施策》

①廃棄物の適切な処理及びごみの減量化に向けた取り組み

②環境に配慮したまちづくり

③公害・不法投棄の防止

④空家・空地の適正な管理

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

７，７７７t

７１４ｔ

ごみの減量化を目的とし、数値を
設定します。

効率的なごみ処理を目的とし、数値
を設定します。

６，８００t

１，３８７t

ごみ処理量

再資源化物収集量
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○国のガイドラインや周辺市町村の状況などを精査し、ごみ処理の有料化につ
　いて検討します。
〇食品ロスを軽減する「エコレシピ」を考案し、家庭や飲食店から排出される
　生ごみの減量に取り組みます。

②環境に配慮したまちづくり

○市民や事業所などと連携し、環境基本計画や地球温暖化対策推進計画を着実
　に推進します。
○温室効果ガス等、地球環境問題への啓発を推進するとともに、アイドリング
　ストップ運動やマイカー利用の抑制など個人でもできる活動などについて啓
　発を進めます。

○家庭用生ごみ処理容器・処理機購入や住宅用太陽光発電システムおよびリチ
　ウム蓄電池設置などの環境保全の取り組みに対し助成や支援を行います。
○地域の協力による清掃活動等により、ごみゼロのまちを目指します。
○市民団体等の環境保全活動を支援し、* アダプト・プログラム等との連携を図
　るとともに推進リーダーの育成に努めます。

○エコ商品の購入やグリーン購入について啓発、広報に努めます。
○公用車の低燃費車導入の推進や庁内の節電対策に引き続き取り組みます。

* アダプトプログラム
アダプト（ADOPT）とは英語で「○○を養子にする」の意味で、 一定区画の公共の場所を養子に
みたて、市民がわが子のように愛情をもって面倒をみ（清掃美化を行い）、行政がこれを支援します。
市民と行政が互いの役割分担を定め、両者によって美化を進めます。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

11,767t
－ＣＯ２／年

２７団体

地球環境の改善を目的とし、数値
を設定します。

市民団体等の環境保全活動の支援
を目的とし、数値を設定します。

９,508t
－ＣＯ２／年

３０団体

温室効果ガスの削減

アダプトプログラム
参加団体



Ⅰ　
総
論

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅲ　
基
本
計
画

49

③公害・不法投棄の防止

○不法投棄防止のため、沿道看板による啓発やごみのノーポイ・持ち帰り運動
　等を推進します。

○市民・事業者・行政が連携し、不法投棄の監視・パトロール体制を強化する
　とともに事業者への廃棄物の適正処理についての周知や指導、助言などを推
　進します。

④空家・空地の適正な管理

〇空家所有者等に対し、適正管理を怠った場合に懸念される想定被害をお知ら
　せし、適正管理に対する意識啓発をします。
〇雑草が繁茂している空地については、所有者等に対し、除草を速やかに行う　
　よう指導します。
〇老朽化の著しい空家について、倒壊の危険性がある「特定空家等」に該当す
　るか建築士に診断を依頼します。診断結果を大月市空家等対策審議会に諮り
　対策を決定します。
○「特定空家等」に認定した空家等については、条例及び空家等対策計画に基
　づき、所有者等に対して建物除却を含む適正管理を行うよう、指導・勧告及
　び命令を行います。
〇「特定空家等」の所有者に再三、建物除却を命令しても措置を行わない場合
　で倒壊の危険が切迫しているときは、市が最低限度の緊急安全措置を行うこ
　とを検討します。（費用は所有者に請求します。）
〇所有者等に対して意向調査を実施し、将来的に活用予定がない空家等につい
　て、隣接者や地元地域に利活用の需要を確認し、空家の流通促進や地域の公
　共的な用途に利活用することを検証します。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

５ｔ
不法投棄の撲滅を目的とし、数値
を設定します。２ｔ不法投棄処理量
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　上水道については、東部地域広域水道企業団による安定した供給を行っています。
　簡易水道については、平成 29 年４月現在、市営簡易水道が７箇所、地区簡易水
道が 11 箇所、小規模水道が８箇所となっています。このうち市営簡易水道以外は、
集落単位での運営のため事業規模も小さく、施設等の老朽化、住民の高齢化などに
より日常の維持管理が困難となりつつあります。
　このため、東部地域広域水道企業団給水エリア内の簡易水道等については、市民
の理解を得ながら企業団への移行を図り、東部地域広域水道企業団の給水エリア外
の簡易水道等については、中長期的な整備統合計画を作成し、受益者と市の将来構
想に対する合意形成が図られた事業体は、整備を進める必要があります。
　また、簡易水道とならない小規模な飲料水供給施設については、今までと同様に
技術的協力に努める必要があります。
　一方、本市の清流を守るためには、地域の特性に応じた下水道整備が不可欠です。　　
　下水道については、桂川流域下水道事業計画の関連公共下水道施設整備事業とし
て事業を行っています。
　しかし、本市の地形的条件から、低宅地区域からのポンプアップ施設や河川が縦
断する区域からの河川横断による管路整備等に多くの費用が必要となっています。　　
　また、これら公共下水道整備事業と並行して、下水道整備区域外では、個別汚水
処理（合併処理浄化槽整備事業）による事業も行っており、これら２つの事業を効
率的・効果的に推進することが課題となっています。
　加えて、管路布設済地域の未接続世帯に関しては、下水道事業への加入の促進に
努めていく事が必要です。

上水道・下水道の整備
❷ 緑や水と共生するまちづくり2-2

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

生活の基本となる安全な水道水の供給体制が整備され、清流の保全に不可欠
な下水道の計画的な整備が進むまちをつくります。
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上水道・下水道の整備

①水道供給の基盤整備

○水源の保全についての啓発活動や巡視強化により水源の水質保全や浄水場施
　設等の維持管理に努めます。
○配水施設、配水管など基盤整備の充実と安全な水の供給のための水質検査等
　による安全管理を推進します。
○簡易水道組合長会議において各組合長に簡易水道の経営状況、長期施設営及
　び水道料金の見直し、起債残高の削減等の財政健全化への理解を深める説明
　を継続します。
○上野原市とともに、東部地域広域水道企業団の経営健全化、基盤強化に努め
　ます。
〇水道施設の耐震化や災害時の水供給についての体制整備を図ります。

②下水道事業の推進

○公共下水道整備を整備計画に基づいて効率的・効果的に推進します。

○都市計画区域外の終末処理場の周辺を、「特定環境保全公共下水道事業」、都
　市計画区域内は、「公共下水道施設整備事業」として、助成制度や交付金等、
　効果的な財源を活用して整備を進めます。
○山梨県に対して、富士吉田市、西桂町、都留市、上野原市と連携を図り、効率的・
　効果的な流域下水道事業の早期完成を要望していきます。
○合併処理浄化槽の整備を計画的に推進します。

《施策項目》

《計画施策》

①水道供給の基盤整備

②下水道事業の推進

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

１７８．１ｈａ
衛生的な生活環境を目的とし、事
業計画区域内の整備面積を設定し
ます。

１８９．２ｈａ公共下水道整備面積
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○下水道未接続世帯等に対する接続の促進および助成等の充実を図り、下
水道使用料の収益の向上を図ります。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

９０２基

６９．９％

下水道事業計画区域外の生活排水
やし尿の適正処理を目的とし、数
値を設定します。

下水道会計の健全運営と衛生的な
生活環境を目的とし、数値を設定し
ます。

１，０００基

８０.０％

合併処理浄化槽
設置基数

接続率
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　本市では、緑豊かな山々や桂川をはじめ大小の河川が織りなす自然的景観資源が
あります。旧甲州街道の街並や名勝猿橋に代表される歴史的景観資源など本市なら
ではの良好な景観づくりを推進するために「景観計画」を策定し、良好な景観づく
りを進めています。
　今後、さらに良好な景観づくりを実現するためには、市民・事業者・行政が一体
となって美しい景観づくりに取り組む必要があります。
　また、自然の中のゆとりある住宅スペースの確保と良好な居住環境の形成を進め
るため、都市計画法、山梨県宅地開発事業の基準に関する条例および大月市開発行
為指導要綱に基づき民間宅地開発の適正な規制・誘導に努めてきました。
　しかし、住宅地や住環境に対して求めるニーズも多様化していることから、住環
境の整備にあたっては、豊かさやゆとりが実感できるとともに、自然環境に配慮し
ながら地域住民の合意形成を図り、地域特性や社会情勢の変化に応じたきめ細かな
規制誘導をしていくことが必要となっています。
　また、自然に恵まれた本市には、桂川や葛野川をはじめ豊かな清流があり、それ
らの環境保全に努めるとともに、水辺を活かした親水空間の整備に努める必要があ
ります。

美しい景観づくり
❷ 緑や水と共生するまちづくり2-3

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

豊かな自然環境や歴史、文化と調和した街並が保全され、大月市らしい景観
の形成と潤いのある生活環境があるまちをつくります。
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《施策項目》

①景観の整備

②宅地化の適切な誘導

③水辺の保全

①景観の整備

○市民等の理解を得ながら、景観計画に基づき、良好な景観の保全、および景
　観整備に向けた取り組みを推進します。
○森林地区や里山地区、一般市街地など、地域の特性に応じた景観形成を図り
　ます。
○重要な景観形成地区には、重点地区等の指定により積極的な景観誘導策を展
　開します。

②宅地化の適切な誘導

○快適性が高く地域環境と調和した宅地となるよう、宅地開発の規制・誘導に
　努めます。
○緑地空間の確保や植栽、景観の形成など快適な住環境の保全・創出のため建
　築協定等の促進に努めます。
○大月駅と猿橋駅周辺に、立地適正化計画に基づく居住誘導を促進します。
○賑岡町ゆりケ丘地区の宅地販売を促進します。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

景観計画
の推進

良好な景観の保全を目的とし、計
画を推進します。

景観計画
の推進景観計画の見直し
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③水辺の保全

○桂川・相模川流域協議会の活動を通じて、関係団体と連携し、環境保全活動
　を推進します。

○地域単位の河川清掃活動等に対して、積極的な支援を実施します。
○河川周辺の遊歩道や親水空間の整備に努めます。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

５回
桂川流域環境の保全を目的とし、
数値を設定します。８回桂川流域環境

保全活動実施回数
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　公園は、市民にうるおいとやすらぎの場を提供するとともに、環境保全や防災、
景観形成など、重要な役割を担っています。本市では、山林や河川等の自然環境に
恵まれていますが、市街地は限られた平坦部に形成されているため、十分な規模の
公園緑地等の確保が困難になっています。
　現在、本市の都市公園は、岩殿山丸山公園、猿橋近隣公園および山梨県が整備し
た桂川ウェルネスパークの３箇所があり、市民の憩いの場所として機能するほか、
観光施策との連携なども期待されています。
　また、市街地や住宅地にある街区公園や近隣公園は、子どもたちの安全な遊び場、
近隣住民の憩いの場や交流の場としての役割を果たすとともに、災害時の避難場所
として防災面でも重要な役割があります。今後は、バリアフリーへの対応など市民
ニーズに応じた施設の改善をできるところから進めていくとともに、市民との協働
による維持管理を検討する必要があります。
　一方、市ではこれまで、積極的に公営住宅の整備を推進し、市営住宅 16 団地
678 戸（特定公共賃貸住宅４戸を含む）を整備してきました。
　しかし、耐用年数を経過したものや設備等に老朽化がみられるため、予防保全的
な観点から適切な改善・維持修繕を行い長寿命化を図っているものもあります。平
成 29 年４月現在は 15 団地 647 戸を維持管理しており、今後も社会情勢の変化に
対応し、公営住宅のあり方や整備を検討します。
　加えて、市営火葬場についても施設が老朽化しているため、建替えや運営形態の
見直し、存否を含め早急にする必要があります。

暮らしやすい環境整備
❷ 緑や水と共生するまちづくり2-4

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

都市公園の有効な利活用を推進し、街区公園等の整備や管理を地域と連携し
ながら交流と潤いのあるまちをつくります。
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暮らしやすい環境整備

①都市公園の充実

○自然や軽スポーツに親しむレクリエーション施設として桂川ウェルネスパー
　クの活用を促進します。
○岩殿山丸山公園とふれあいの館の適切な維持・管理を行い、市民に憩いの場
　を提供します。
○猿橋近隣公園の特性を生かし、郷土資料館や名勝猿橋とのネットワーク化を
　推進し、市民の憩いの場と同時に来訪者との交流の場となる公園の整備を目
　指します。

②街区公園・近隣公園の整備

○老朽化した公園の適切な修繕及び廃止を含めた見直しを行い、市民が安全に
　利用できる施設の整備を図ります。
○地域住民の参画を得ながら、住民ニーズに即した公園・緑地の整備を検討し
　ます。
○公園や * ポケットパークの美化および保全について、地域の理解を得ながら
　アダプトプログラムによる維持管理を推進します。
○地域と連携した植栽などにより花や緑に親しみ、余暇を快適に過ごせるよう
　な公園整備を推進します。

* ポケットパーク
道路整備や交差点の改良によって生まれたスペースに、ベンチを置くなどして作った小さな公園。

《施策項目》

《計画施策》

①都市公園の充実

②街区公園・近隣公園の整備

③公営住宅の整備

④火葬場の整備
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③公営住宅の整備

○公営住宅長寿命化計画に基づく、屋上防水工事、外壁改修工事等の修繕・改
　修を行い、長寿命化を図ります。
○長寿命化計画に定めのある用途廃止する団地については、今後は団地ごとの
　用途廃止を進め、敷地の有効利用を図ります。
○市営住宅については、当面は用途廃止による入居者移転を含めた適正管理戸
　数の検討と、用途廃止後の敷地へ民間住宅等の建設を含む社会情勢の変化に
　対応した住宅施策を検討します。

④火葬場の整備

○市営火葬場の老朽化に伴い、庁内組織により施設の運営手法および施設整備
　を検討します。
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健やかに暮らせるまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

母子保健の充実　
健康増進の支援と健診の充実
介護保険の充実と介護予防の支援
医療体制の充実

3-1

3-2

3-3

3-4

3
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　核家族化が進展するとともに近隣の人間関係のあり方も時代とともに希薄化して
いるといわれ、一人で育児に関する不安を抱える母親が増えています。
　また、様々な育児や幼児教育に関わる情報があふれる中で、子どもとの接し方や
しつけなどに不安を持つ母親がいます。
　一方、女性の就労等の増加による社会進出が進み、妊娠、出産、育児の際の女性
を取り巻く環境が多様化し、ニーズに合わせた支援策が求められています。
　母子保健では、本市の子育て支援施策と連携しながら、妊婦の支援や乳幼児健診、
育児相談等の事業により、適切な情報提供や育児方法に関する指導を実施していま
す。また、育児不安や身体の発育等に関する相談の充実など、関係機関と協力しな
がら、個別のニーズと状況に合わせて子どもが成長するまで一貫して母子に寄り添
うサービスの提供や施策・事業の運営が求められます。
　保護者の生活時間や生活習慣が多様化している事に相まって、子どもの生活も夜
型や朝食欠食など生活習慣の乱れが見られます。学校での食育だけでなく、保護者
も含めた食生活の大切さや規則正しい生活習慣を確立するための指導などにも取り
組む必要があります。

母子保健の充実
❸ 健やかに暮らせるまちづくり3-1

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

妊娠から出産に関わる切れ目のない支援体制を充実し、親が安心して健やか
に子どもを育てられるまちをつくります。

《施策項目》

①母子の健康づくり

②不妊治療への支援

③次世代の親の育成
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母子保健の充実
①母子の健康づくり

○妊娠届出時からの健康管理および相談・教室等を通して出産や子育てへの安
　全・安心に関する支援をします。

○若年妊婦や支援を必要とする妊婦などに対して、関係課と連携し支援します。
○ママパパ学級、乳幼児健診、育児教室、離乳食教室、保健師および栄養士に
　よる健康相談などを実施します。
○乳幼児健診の実施や予防接種の接種勧奨など子どもの健やかな成長を支援し
　ます。
○離乳食教室や乳幼児への栄養指導、親子ふれあい料理教室などを通じて食生
　活の大切さについての意識啓発に努めます。

②不妊治療への支援

○不妊治療への治療費の一部を助成し経済的負担を軽減するとともに、相談体
　制の充実に努めます。

③次世代の親の育成

○学校等と連携をとりながら、乳幼児とのふれあい体験の実施などにより次世
　代の親として子どもを産み育てる意識醸成に努めます。
○学校保健と連携し、飲酒、喫煙、薬物などの常習性や健康被害等についての
　教育機会を充実します。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

１３件／年

５４．７％

不妊治療費の経済的負担の軽減を
目的とし、数値を設定します。

育児相談等の充実を目的とし、ア
ンケート調査等を実施するため、数
値を設定します。

１５件／年

５０．０％

不妊治療の申請件数

子育てに自信の
持てない母親の割合
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　健康志向が定着するなか、食生活の改善や定期的な運動を行うなど、自ら健康づ
くりを実践する市民が増えて健康管理への意識は高まっているものの、基本健診（特
定健診）やがん検診の受診率はなかなか伸びず、大きな課題となっています。
　本格的な高齢社会を迎え、あらゆる世代が自分の健康に関心を持ち、健やかに地
域で暮らせることは市民一人ひとりの願いです。健康は、協働して活力ある地域社
会を形成、維持していく上で欠かせない要素であり、医療や社会保障の適正化の視
点からも極めて重要な意味があります。
　そのためには、生活習慣病予防健診や職場健診などにより、* メタボリックシン
ドロームの該当者や予備群への早期介入、生活習慣病等の早期発見に努める必要が
あります。
　また、保健活動推進員などと連携し、地域での健康保持・増進の活動等を通して、
市民の生涯にわたる健康を確保するための体制を強化することが必要です。

* メタボリックシンドローム
「内臓脂肪症候群」。複数の病気や異常が重なっている状態を表し、腸のまわり、または腹腔内にたま
る「内臓脂肪の蓄積」によって、高血圧や糖尿病、脂質異常症（高脂血症）などの生活習慣病の重な
りが起こっていること。

健康増進の支援と健診の充実
❸ 健やかに暮らせるまちづくり3-2

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

健診体制や保健指導の充実とともに市民一人ひとりの健康的な生活習慣づく
りへの啓発などを通して、市民が日々健康に暮らせるまちをつくります。
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健康増進の支援と健診の充実

①市民の健康づくり支援の充実

○健やかライフおおつき 21 ～第８次健康増進計画に基づき、市民の健康づく
　り事業を充実します。

○保健、医療、福祉の連携とネットワークづくりに努め、健康相談や健診後指
　導など連携したサービス提供の推進に努めます。
○保健活動推進員など地域の組織や各種団体と連携し、健康づくりへの意識啓
　発や知識の普及に努めます。

《施策項目》

《計画施策》

①市民の健康づくり支援の充実

②健康な生活習慣の確立

③健診体制の充実

④こころの健康づくり

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

４３回

２６．３％

健康寿命の延伸を目的とし、数値
を設定します。

健康づくり事業の充実を目的とし、
アンケート調査等により、実態把握
するため、数値を設定します。

４５回

３５．０％

健康教室開催数

１日３０分以上の
運動を週２回以上
行っている人の割合
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②健康な生活習慣の確立

○国民健康保険加入者への特定健診、特定保健指導等を実施することにより、
　生活習慣病の予防を図ります。

○若年健診、後期高齢者健診やがん検診を実施することにより、生活習慣病の
　予防、がんの早期発見を図ります。

○健康管理のための健康ファイル（手帳）の普及と活用を促進するとともに、
　健診結果に基づく保健指導や健康教育の推進・強化を図り、生活改善と生活
　習慣病の予防に努めます。

指標名

指標名

指標名

現状値

現状値

現状値

目標値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2022年

2016 年

2016 年

2016 年

５４９人

１２．８％

３５．１％

２９．２％

健健康寿命の延伸を目的とし、数
値を設定します。

住民の健康保持と疾病予防・早期
発見を目的とし、数値を設定します。

健康寿命の延伸を目的とし、アン
ケート調査等により、実態把握する
ため、数値を設定します。

生活習慣病予防を目的とし、数値
を設定します。

６００人

１５．０％

４０％

５０％

高齢者
健診参加者数

健康診断を
受ける人の割合

運動を心掛けている人
高齢者の割合

特定健診の受診率
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③健診体制の充実

○市立中央病院や関係医療機関と連携し、基本健診（特定健診）やがん検診の
　受診率向上に努め、住民の健康保持と疾病予防・早期発見に努めます。
○成人歯科検診や妊婦歯科検診などの取り組みや、歯の健康に関する情報提供
　に努めます。

④こころの健康づくり

○ストレスとの付き合い方やこころの病気などについての理解と認識を深めて
　もらえるよう、情報提供や相談窓口などを充実します。
○庁内の連携はもとより、地域全体の取り組みも含め、自殺防止対策とこころ
　の健康づくりに取り組みます。
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　高齢化に伴い、要支援・要介護認定者、介護サービス給付費はともに増加傾向に
あります。今後も高齢者数および介護サービス利用者数の増加が見込まれるため、
サービスニーズに対応するための質と量の確保が大きな課題となります。また、必
要な時にサービス利用ができるよう、ニーズ把握やサービス利用についての情報提
供も重要です。
　一方、住み慣れた地域で元気で暮らしていくためには、健康寿命の延伸が課題に
なります。本市でも、健康づくりの推進、各種検診や健康相談、保健指導の充実な
どに取り組んでいます。また、生きがいづくり事業の推進や雇用・就労への支援な
どによる、社会参加機会の拡充や情報提供の充実を一層進める必要があります。
　今後も、要介護者や認知症高齢者、ひとり暮らしや高齢者のみの世帯などが増加
します。本市の高齢者の状況や地域の特性に合わせた、地域包括ケアシステムを目
指し、住み慣れた地域や自宅で日常生活を送れるよう、住まい、医療、介護、予防、
生活支援の各サービスを一体的に提供できる体制づくりとして、地域包括支援セン
ターを中心に取り組む必要があります。加えて、介護や認知症に対する市民の理解
を促進し、地域で見守り、支える、まちづくりが求められます。

介護保険の充実と介護予防の支援
❸ 健やかに暮らせるまちづくり3-3

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

介護保険事業への市民の理解が深まり、高齢期の体力づくりの推進や地域包
括支援センターの充実と地域連携により、住み慣れた地域で暮らし続ける事
ができるまちをつくります。

《施策項目》

①介護保険事業の充実

②介護予防の体制づくり

③地域包括支援センターの充実
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介護保険の充実と介護予防の支援
①介護保険事業の充実

○介護保険制度の考え方や内容について理解してもらい、制度の普及に努めます。
○介護保険事業計画に基づき、介護保険サービス給付費の適正化および効率化
　に努めるとともに、介護予防ケアマネジメント事業により介護予防の推進を
　図ります。

②介護予防の体制づくり

○運動機能の向上や栄養改善などの適切な指導・支援により要支援・要介護状
　態への移行予防と重度化防止に努めます。

○高齢者の生きがいと健康づくりを目的に、健康教室やスポーツ大会等の開催
　や各種スポーツ活動への支援を行います。
○生活の安全確保を図るため、一人暮らしの高齢者への緊急通報システム、配
　食サービスなど生活支援の充実に努めます。

③地域包括支援センターの充実

○地域ケア会議での相談体制を整備し、多様化するニーズに対応したサービス
　提供ができるよう、総合相談支援業務の充実とともにケース会議等を通じて
　関係機関と連携し適切な支援を実施します。
○地域包括ケアシステムの提供体制の充実のため、福祉・保健・介護・医療の
　連携および、専門職人材の育成・確保を図ります。
○民生委員や地域住民の協力と理解を促進し、高齢者の虐待防止、認知症高齢
　者の見守りのため、「高齢者の虐待防止・認知症の早期発見ネットワーク」の
　充実に努めます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

５７人
介護予防や重度化防止を目的とし、
数値を設定します。６０人介護予防教室への

参加者数
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　本市が属する富士・東部医療圏は、山梨県から「地域医療再生計画」の対象医療
圏に選定され、圏域全体で一般的な医療から高度な医療まで完結できる体制を確保
するため、市立中央病院に救急センター機能を持つ新病棟や立体駐車場などを整備
しました。さらに、併設する健診センターを改修し、生活習慣病予防健診やがん検診、
企業健診等に対応できる体制を整えました。
　しかし、急速な人口減少と少子高齢化の進行や医師不足の深刻化、診療報酬改定
等による医療制度改革による影響などから、病院経営を取巻く環境は益々厳しさを
増してきており、近年医業収支の赤字が続き、繰入金に依存した経営体制であるた
め、持続可能な経営の確保には抜本的な経営形態の見直しが必要です。
　また、市立中央病院は、市民に対しより安全で安定した医療を提供し、地域の中
核病院として役割を果たすとともに、休日・夜間の 24 時間救急医療体制の整備・
充実が求められ、東日本大震災を契機とした防災意識の高まりにより「災害医療拠
点病院」としての役割が一層求められます。
　今後も地域の医療・保健分野で基幹的・中核的な役割を果たすため、予防医療か
ら急性期・長期療養医療まで、地域医療のネットワークの拠点施設として機能を強
化していく必要があります。

医療体制の充実
❸ 健やかに暮らせるまちづくり3-4

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

中核病院である市立中央病院の経営形態を見直すとともに、地域医療の連携
による充実した医療が提供できるまちをつくります。

《施策項目》

①運営体制の整備充実

②病院機能の充実

③広域連携とネットワークの拡充
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医療体制の充実
①運営体制の整備充実

○医業収益の向上と効率的な業務運営に努め、病院の経営基盤の強化に努める
　とともに経営形態を見直します。

○高度化・多様化する医療ニーズに応えるために医療技術者の確保や人材育成
　のための研修制度の充実に努めます。
○健診体制の充実により、市と連携して住民健診の受診率向上を図るとともに
　収入増加に努めます。

②病院機能の充実

○市立中央病院の計画的な施設整備・修繕管理に努めます。
○地域医療のニーズに対応できる医療機器の整備と組織体制の充実を図ります。
○時代のニーズに合わせた、診療情報の電子化やネットワーク化について調査・
　検討を推進します。
○災害拠点病院としての機能強化と充実に向けて、計画的な整備を進めます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

６，４０７人
住民健診の受診率向上と、経営改
善を図ることを目的とし、数値を設
定します。

７，０００人市立中央病院
健診受診者数

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

公営企業法
一部適用

７０人

２５９人

経営形態の抜本的な見直しにより、
持続可能な経営体制の確立を目的
とします。

医療ニーズへの対応と経営改善を目
的とし、数値を設定します。

見直し

１００人

２７３人

経営形態の見直し

一日平均患者数
（入院）

一日平均患者数
（外来）
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③広域連携とネットワークの拡充

○病診連携、病病連携の推進により診療ネットワークを強化するとともに富士・
　東部地域の二次救急医療機関としての体制の充実に努めます。
○近隣市町村と連携した休日・夜間診療体制および救急医療体制が円滑に実施
　できるように充実を図ります

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

８９．０％ 地域医療体制の維持・充実に努める
ことを目的とし、数値を設定します。

９０．０％救急患者搬送率
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安心と信頼のまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

子育て支援の推進　
高齢者福祉の推進
障がい者福祉の推進
地域福祉活動の充実

4-1

4-2

4-3

4-4

4
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　女性の社会進出や就労形態の多様化を背景に、子育て家庭の保育ニーズは多岐に
わたっています。また、家族形態も様々で、近隣との交流やプライバシーなどにつ
いての考え方も多様化し、支援の仕方やサービスの提供についても工夫が必要に
なっています。
　これまで、「子育てしやすいまちづくり」を目指し、次世代を担う子供たちの健
全な育成を図るため、放課後児童クラブの充実や子ども家庭総合支援センターにお
いて、子育て情報の提供や相談、親子あそび事業、ファミリー・サポート事業等の
充実に努めるとともに、国や県の動向に合わせ、様々な経済的な支援策にも取り組
んできました。
　また、母子保健と連携し、子育てに関する悩みや不安などを母親一人で抱え込む
ことがないよう、乳幼児とその母親に対しての相談機会を設けることや各事業の中
で母親同士が交流できる機会を提供し、子育て家庭の孤立や虐待の防止に努めてい
ます。加えて、育児支援や関係機関と連携した要保護児童対策地域協議会により対
応しています。
　今後も、子育ての当事者同士や地域住民が多様な活動を通じて子育てを楽しみ、
仲間づくりができる活動場所の確保・提供をはじめ、子育てに関する情報提供など、
子育てサークルの育成や活動支援を継続することが必要です。

子育て支援の推進
❹ 安心と信頼のまちづくり4-1

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

子どもを安心して産み育てられるよう、各種支援制度の充実に取り組み地域
一体となった子育てしやすいまちをつくります。

《施策項目》

①子育て環境の充実

②各種支援策の充実

の拡充
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子育て支援の推進
①子育て環境の充実

○「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子育て支援策を計画的に推進す
　るとともに、保育施設等の計画的な整備・充実に努めます。
○多様化する保育ニーズに対応できるよう、子育て支援施策の拡充や充実に努
　めます。

○子ども家庭総合支援センターを拠点に、各種情報の提供や子育てに関する相
　談への対応などを実施します。

○保育士の研修を通して、業務能力の向上と知識の習得を図ります。

②各種支援策の充実

○子育てに係る諸手当や医療費等の助成など、経済的な支援を国や県等の制度
　と調整しながら継続します。
○児童福祉に関する専門的支援を必要とする相談、調査および訪問指導業務を
　行います。
○要保護児童対策地域協議会により、地域全体で児童の虐待防止、健全育成を
　図ります。
○ひとり親家庭の生活の安定と向上を図るため、各種手当てなどによる経済的
　支援とともに、相談体制の充実や就労支援体制の整備などに努めます。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

３箇所

７２０回

多様化する保育ニーズへの対応を目
的とし、数値を設定します。
※少子化等による児童の減少に鑑み現
状維持を目的とする。

子育て家庭の支援を目的とし、数
値を設定します。
※少子化等による児童の減少、他施策
の推進等に鑑み現状維持を目的とする。

３箇所

７２０回

延長保育実施箇所数

ファミリーサポート
センターの利用回数
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　核家族化と少子化により、一人暮らし高齢者や高齢者世帯が増加しています。ま
た、集落によって高齢化の進み方にも違いがあります。
　そのため、生活課題も自宅のバリアフリー化や草刈りなどの住居の整備や手入れ、
道路などインフラ整備に関わるものや通院や買い物の移動手段などの日常生活に関
わるものなど様々です。また、生きがいを持って、住み慣れた地域で暮らすためには、
地域社会の担い手の一員としての社会参加の促進が必要です。
　本市では、これまでも安全で快適な生活環境の確保や就労機会の拡大、趣味や生
きがい活動の充実などに努めてきました。また、社会福祉協議会や民生委員、自治
会などをはじめとした地域の組織や団体等と連携し各種事業を展開してきました。
高齢者福祉の推進のためには、福祉施策のみならず、地域や近隣の協働と理解が必
要です。また、高齢者同士による声かけや助け合いなども重要で、誰もが、自分に
できそうな支援をする意識の醸成が必要です。
　今後も進行する高齢社会に対応するため、誰もが健やかにいきいきと安心して暮
らせる地域づくりを進める必要があります。

高齢者福祉の推進
❹ 安心と信頼のまちづくり4-2

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

社会参加や就労機会の充実を通して、高齢者の生きがいづくりの支援に努め、
地域での見守り体制が充実した交流があるまちをつくります。

《施策項目》

①社会参加の促進

②高齢者の就労支援

③見守りのネットワークづくり

④情報提供や相談体制の充実
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高齢者福祉の推進
①社会参加の促進

○老人クラブ活動や生涯学習の機会を通じた生きがいづくりや社会参加の推進
　に努めます。
○ボランティア団体等と連携し、高齢者の経験や技能を活かした、地域シルバー
　ボランティアとしての活動促進を図ります。
○一人暮らしの高齢者や高齢者世帯への友愛訪問など、ふれあい福祉の推進を
　図ります。
○高齢者の社会参加や健康づくり・生きがいづくりにつながるよう、外出機会
　の拡大を図るため、公共交通機関の利用を支援します。

②高齢者の就労支援

○これまで培った技能や経験を活かした仕事の提供ができるよう、シルバー人
　材センターの充実と加入促進に努めます。
○ハローワーク等の関係機関や地域事業所と連携し、高齢者雇用の促進に努め
　ます。

③見守りのネットワークづくり

○各地区の民生・児童委員およびボランティアが中心となり、「* ふれあい・
　いきいきサロン」などの機会を通じ、地域と交流できるよう積極的に取り
　組みます。

* ふれあい・いきいきサロン
地域にお住まいの住民が気軽に集える場所をつくることを通じて、地域の「仲間づくり」「出会い
の場づくり」「健康づくり」をするための活動。高齢者が一同に会し、お茶飲みや、会話、レクリエー
ションなどを行い、楽しい時間を過ごす活動。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

６９箇所
高齢者が住み慣れた地域で積極的
に活動できる環境整備を目的とし、
数値を設定します。

７５箇所ふれあい・いきいき
サロンの設置箇所数
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○地域住民や事業所などと連携し、高齢者世帯や一人暮らし世帯などへの声か
　け、見守り、閉じこもりの防止などに努めます。
○認知症に対する情報提供を充実するとともに、病気に対する理解を促進し、
　地域で見守る体制づくりを進めます。

④情報提供や相談体制の充実

○各種福祉サービスや支援制度についての分かりやすい情報提供や相談体制の
　充実に努めます。
○高齢者などの権利擁護や虐待に関する啓発を推進し、虐待などの早期発見や
　適切な保護、支援を展開します。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

１，８３５人
認知症に対する理解と地域で見守る
体制づくりを目的とし、数値を設定
します。

２，３００人認知症サポーター
養成講座受講者数
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　障がいのある人もない人も、不自由を感じることなく社会参加し、安心して生活
が続けられる地域社会を目指す必要があります。そのためには、障がいのある人た
ちが社会を構成する一員として社会参加を目指し、地域の中で心豊かに暮らせるた
めの支え合いや支援が必要です。
　障がい者福祉については、平成 18 年４月に施行された「障害者自立支援法」が
平成 25 年４月に「障害者総合支援法」に改正され、その中で障がい者の範囲・定
義が見直され、幅広く福祉サービスが利用できるようになりました。
　これまで、生活支援や就労支援、相談事業等に取り組んできましたが、今後も障
がい者のニーズを把握し、必要なサービスを提供できる体制の整備が課題となりま
す。加えて、福祉ニーズが増加、多様化する中で福祉・保健・介護・医療が連携したサー
ビスの充実を図らなくてはなりません。
　また、障がい者の社会参加への支援として、特別支援学校やハローワーク、就労
事業所等と連携した雇用対策を進めるとともに、地域と連携し、障がい者団体の活
動支援を通じた交流活動などを促進する必要があります。

障がい者福祉の推進
❹ 安心と信頼のまちづくり4-3

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

障がいがあっても、安心して暮らせるよう支援制度が充実し、社会参加機会
や就労機会が充実したまちをつくります。

《施策項目》

①支援制度・サービスの充実

②社会参加の促進

③就労・自立支援の充実

④相談・支援体制の充実
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①支援制度・サービスの充実

○医療費等の助成や経費負担などの経済的な支援体制を継続します。
○障がい者等の社会生活を支援する様々な施策を推進します。
○障がい者等の制度に基づく認定方法を基本とし、「サービス支給に係るガイド
　ライン」に基づいて、サービス利用の支給内容を作成します。

○介護給付により在宅の障がい者等への訪問系サービスだけでなく、施設入所
　者の日中活動や居住の場を包括的に支援します。
○地域の特性を活かしたサービス体制を整備し、障がい者等が身近な地域でサー
　ビスの提供を受けながら安心して生活できるまちづくりを目指します。

②社会参加の促進

○社会参加意識の高揚と誘導を図るために、福祉・保健・教育のネットワーク
　化による相談支援体制の充実に努めます。
○県や障がい者福祉サービス事業所など関係機関との連携を強化し、市内に必
　要な施設、事業所の設立を支援します。

○障がい者団体等の文化・教養・スポーツ活動を支援し、障がい者の自立と社
　会参加活動の促進を図ります。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

計画の推進

５事業所

障がい者のニーズを把握し、施策に
反映するため、計画を推進します。

障がい者福祉サービスの充実を目
的とし、数値を設定します。
※事業所については民間施設。

計画の推進

６事業所

障害者福祉計画
の策定

障がい者福祉
サービスの
事業所数
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③就労・自立支援の充実

○障がい者の就労支援のための相談機能の充実や、就労支援事業の推進を図り
　ます。

○特別支援学校やハローワーク、就労を支援する事業所等と連携し各自の特性
　に応じた就労支援を推進します。
○施設入所者に対し就労訓練等給付により自立を支援します。
○障がい者福祉サービス事業所等の利用を促進します。

④相談・支援体制の充実

○障がいのある人に、地域におけるきめ細かい対応を図るとともに、必要に応
　じて専門機関につなげることができるよう、福祉課、社会福祉協議会、サー
　ビス提供事業者、障がい者団体、民生委員・児童委員及び教育関係機関等、
　関係各機関等の相互の連携を強化し、相談体制の充実に努めます。
○相談支援センターや関係各機関と連携して、休日・夜間の相談体制の充実を
　図ります。
○民生委員・児童委員の存在や相談・支援活動について広く周知を図り、より
　身近な地域での相談体制の充実を図ります。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

５０人
障がい者が生きがいを持って充実し
た日常生活を送ることを目的とし、
数値を設定します。

６２人就労系サービスの
利用者数
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　近年、人口減少や少子高齢化、個人の価値観の多様化などにより地域の交流や関
係が希薄化しつつあるといわれています。誰もが心豊かに、住み慣れた地域でいつ
までも安心して暮らせるまちづくりのためには、地域のつながりや見守り、近隣で
の共助が欠かせません。
　現在、支えあう地域づくりの構築を目指して、個別の福祉計画に基づいた各種事
業やサービスの展開を図るとともに、社会福祉協議会を中心とした各種関係組織や
ボランティア団体等と連携し、地域福祉の一層の充実を目指した取り組みを推進し
ています。
　ボランティア活動を充実させるためには、地域福祉活動の拠点整備や地域住民が
地域活動や福祉活動に参加しやすい環境づくりに努める必要があります。
　加えて、福祉やボランティアに関する情報や活動内容の情報提供などにより、地
域福祉に関心と理解を促すとともに、様々な機会を通じての福祉教育の推進や参加・
体験の充実などに取り組み、共に支えあう地域基盤づくりが必要です。
　また、高齢者や障がい者などのふれあいの場の確保や日常生活の中で不便を感じ
ない、ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを進めなくてはなりません。

地域福祉活動の充実
❹ 安心と信頼のまちづくり4-4

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

住み慣れた地域で安心していつまでも暮らせる、助け合いと支えあいのある
まちをつくります。



Ⅰ　
総
論

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅲ　
基
本
計
画

81

地域福祉活動の充実

《施策項目》

①ボランティア活動の促進

②地域福祉推進体制の整備

③社会福祉協議会活動の充実

④福祉のまちづくりの推進

⑤生活困窮者対策

①ボランティア活動の促進

○市内小・中学校および高等学校の児童・生徒を対象に、社会福祉への理解と関心
　を深めるためのボランティア教育の充実を図るとともに、社会福祉協議会の各種
　行事に参加を呼びかけ、ボランティア活動の促進に努めます。
○ボランティアに関する各種情報提供や研修の充実、組織のネットワーク化に努め
　ボランティア活動の活性化と人材の育成を図ります。

②地域福祉推進体制の整備

○「地域福祉計画」に基づいた取り組みを行い、地域の多様な生活課題を地域住
　民が積極的かつ自発的に地域全体で解決していく仕組みづくりを確立します。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

３３講座

１９団体

１，１２４人

市民一人ひとりの福祉に対する意識
の醸成を図ると同時にボランティア
活動の活性化を目的とし、数値を
設定します。

４０講座

２０団体

１，２００人

ボランティア
養成講座開催数

ボランティア
登録団体数

ボランティア
登録者数
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○福祉課題が多様化、複雑化していることから、民生・児童委員に対し、様々
　なケースや相談にも対応できるよう、研修会の充実および相談窓口や支援体
　制の充実を図ります。
○福祉・保健・介護・医療など関係機関と連携した地域福祉の支援体制整備を
　図ります。

③社会福祉協議会活動の充実

○福祉サービスニーズの多様化と増大が予想されることから、社会福祉協議会
　が中心となり、地区社会福祉協議会の基盤強化や民間福祉団体の充実のため
　の指導・支援を図ります。
○地域福祉の拠点となる総合福祉センター等の福祉施設の活用により、社会福
　祉協議会や民間福祉団体と連携した福祉サービスの提供を推進します。

④福祉のまちづくりの推進

○高齢者や障がい者など、誰もが使いやすいユニバーサルデザインに配慮した、
　公共施設の整備など福祉のまちづくりを推進します。

⑤生活困窮者対策

○生活困窮者に対する相談体制の充実や支援制度などについての情報提供に努
　めます。
○関係機関や団体と連携し、生活保護や生活困窮者に対する就労支援や自立支
　援を促します。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

３０１名

計画の推進

援護を必要とする人が地域で安心し
て暮らせる環境づくりに努めること
を目的とし、数値を設定します。

福祉課題を正確に把握し、施策に
反映することを目的とし、推進を目
標とします。

３２０名

計画の推進

災害時要援護者
登録者数

地域福祉計画
の策定

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

３４，２５８人

高齢者や障がい者、子育て世代な
どが積極的に活動できる環境の整
備に努めることを目的とし、数値を
設定します。

４０，０００人総合福祉センター
利用者総数
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豊かな心が育つまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

幼児教育の推進　
学校教育の充実
短期大学の充実
地域文化の継承
生涯学習の推進

5-1

5-2

5-3

5-4

5-5

5
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　幼児期における教育は、生涯にわたる学習活動を継続していく基礎となるもので
あり、幼稚園、保育園（所）と家庭が連携して道徳性を育み、基本的な生活習慣を
身につける大切なものです。
　しかし、核家族化などにより、家庭での子育てに関わる知識や経験の継承が難し
くなり、家庭での幼児期の遊びや学び、しつけなどについて不安を感じる保護者も
増えています。家庭教育の自主性を尊重しつつ、人格形成と教育の原点となる家庭
での教育力を高める支援が必要です。
　また、幼稚園、保育園（所）と小学校の教員との交流と情報交換に努め、小学校
教員による幼稚園授業の参観などに取り組み、* 小１プロブレムの解消を図ってい
ます。今後も、幼稚園、保育園（所）との連携強化を図りつつ、幼児教育の質の向
上と充実を目指すとともに、幼児教育と小学校教育の円滑な接続に向けての対応が
求められます。

* 小１プロブレム
小学校に入学したばかりの１年生が、学校生活に適応できないために起こす問題行動。

幼児教育の推進
❺ 豊かな心が育つまちづくり5-1

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

関係機関や関係者の連携による幅広い視点から幼児教育の充実に努め、家庭
教育についても充実した支援があるまちをつくります。

《施策項目》

①幼児教育の充実

②家庭教育の支援
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幼児教育の推進
①幼児教育の充実

○私立幼稚園の運営に対する助成に努めます。
○幼稚園、保育園（所）での生活の全体を通じ、幼児一人ひとりの特性に応じた
　きめ細かい指導の充実を図ります。
○子どもたちの発達や学びの連続性を踏まえた幼稚園、保育園（所）と小学校の
　連携を進め、カリキュラムの検討や子どもたち同士の交流活動の実施等に取り
　組みます。
○保育士、幼稚園教員、小学校教員の情報交換や相互交流による連携に努め幼児
　教育と小学校教育の円滑な接続を図ります。
○幼稚園、保育園（所）と地域や関係機関の連携による、体験学習機会の充実や
　他世代交流の充実に努めます。

②家庭教育の支援

○妊娠期からの継続した情報提供や親の学習機会の充実について、母子保健や福
　祉分野と連携し家庭教育力の向上に努めます。
○個々の子どもの家庭状況に応じた支援について、関係機関と連携して対応を図
　ります。
○子ども家庭総合支援センターをはじめ関係機関と連携し家庭教育や幼児教育に
　関わる情報提供や相談体制の充実に努めます。

《計画施策》
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　次代を担う子どもたちが、自然や伝統を大切にし、豊かな人間性や能力・個性を
伸ばしていくためには、適正な規模の教育環境の中で、児童・生徒一人ひとりの能力・
個性に合った教育の充実を図ることが必要です。
　少子化の影響により、いずれの学校においても児童・生徒数の減少がみられ、教
育環境面での解決すべき問題が生じていました。そのため、本市では、社会の変化
に対応した新たな学校づくりを目指すという観点から、学校の規模と配置適正化を
推進し、小学校 15 校、中学校５校を平成 28 年度から、小学校５校、中学校２校
としました。その結果、施設管理や教育環境の充実についても効率的に実施できる
ようになり、施設整備においても耐震化対策や空調設備の整備が終了しています。
　教育内容全般については、教育振興基本計画に基づきながら、各小、中学校にお
いて、地域、学校、児童・生徒の実態を考慮した教育目標や研究目標を掲げて、知・
徳・体のバランスのとれた人材育成を目指し、教育課程の編成や実践に取り組んで
います。さらに、多様化する教育ニーズや指導内容に対応するため、県教育委員会
や総合教育センターなどと連携しながら、教職員の能力の向上に取り組むとともに、
ふるさと教育の一環として地域人材の活用、連携など幅広い視点からの教育、指導
体制の充実に努める必要があります。
　児童・生徒が、自主性・社会性を備え、心身ともにたくましく、心豊かに成長す
ることは市民共通の願いです。健全育成のためには、家庭、学校、地域が連携を密
にし、それぞれの教育機能を踏まえながら、子どもたちの育成に努める必要があり
ます。

学校教育の充実
❺ 豊かな心が育つまちづくり5-2

施　策

《基本目標》

　《現況と課題》

社会のニーズと子どもの個性に応じたきめ細かい学校教育を目指し、教育内
容や環境、支援・指導体制を充実し、幅広い人材が教育現場で活躍するまち
をつくります。
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学校教育の充実

《施策項目》

①教育内容の充実

②生活習慣指導、健康管理の充実

③教育環境の整備

④特別支援教育の充実

⑤教育相談体制の整備

⑥教職員体制、指導体制の充実

①教育内容の充実

○社会動向や法令、制度の変更などに柔軟に対応できるよう、教育振興計画の
　定期的な見直しを実施し、教育内容の充実に努めます。
○平成 29 年３月に告示された新しい学習指導要領に基づき、主体的・対話的で
　深い学びづくりを通して、生きて働く知識・技能の習得、思考力、判断力、
　表現力等の育成、学びに向かう力、人間性の涵養を図り、新しい時代に必要
　となる資質・能力の育成に努めます。
○外国語教育や国際理解、異文化理解のための教育の充実に努めます。
○ * ＩＣＴ教育や * 情報リテラシーなど時代のニーズに合わせた教育内容を充実
　します。
○幼保小中高および学校と家庭・地域の連携を推進し、望ましい学習習慣の確
　立と個々に応じた支援に努めます。

* ＩＣＴ (Information and Communication Technology) は情報通信技術の略。
* 情報リテラシー
情報機器や ICT ネットワークを活用して、情報・データを管理、活用する能力のこと。

《計画施策》
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②生活習慣指導、健康管理の充実

○各学校の学校保健計画に基づき、児童・生徒の健康管理や健全な発育に配慮
　するとともに、体力の増進や正しい生活習慣の確立を促します。
○学校給食等を通じた食育や地元の食材の提供による地産地消の推進を図ります。

③教育環境の整備

○学校施設、教材備品、ＩＣＴ機器について計画的な整備・充実を図ります。
○安全で安心な給食を効率的に提供できる体制や施設整備について検討します。
○学校における防災、防犯に関するマニュアルの整備・充実を推進します。

④特別支援教育の充実

○特別な支援を必要とする子どもに対し、個々のニーズに応じた指導計画と支
　援体制の充実に努めます。
○支援教育への多様なニーズに対応できるよう、施設や人員の充実・整備に努
　めます。

⑤教育相談体制の整備

○保育園（所）、幼稚園、学校等の関係機関の連携を図り、教育支援室を中心と
　した、就学前から切れ目のない相談・連携体制の充実に努めます。
○児童や保護者からの多様化する相談内容に対応できるよう、関係機関および
　専門機関との連携や協力体制の構築に努めます。

⑥教職員体制、指導体制の充実

○多様化する指導や教育のニーズに対応できるよう、研修等への参加機会や自
　主研究への取り組みを支援するとともに、適切な職員配置と体制の充実に努
　めます。
○教職員宿舎の計画的な修繕・改修等を実施するとともに教職員宿舎の適切な
　維持管理に努めます。
○学校評議員や学校応援団など地域と連携した学校運営および学校支援体制を
　充実します。



Ⅰ　
総
論

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅲ　
基
本
計
画

89

　大学全入学時代と言われ 10 年余りが経過し、18 歳人口減少期への突入と進学率
の頭打ちが重なり、大学経営が厳しくなるといわれている教育現場の大変革「2018
年問題」を迎え、教育サービスの質や付加価値などを受験生が「大学を選ぶ時代」
に突入しようとしています。このような状況の中、多くの短期大学は危機感を持ち
早い時期から生き残りをかけ新しい時代に応えた特色ある教育活動の展開、さらに
は経営の効率化等様々な努力を行っています。
　大月短期大学も厳しい現状を踏まえ、学校訪問等を増やすなどの広報活動に力を
入れていますが、さらに本学の特長を生かした広報活動を積極的に行っていかなけ
ればなりません。公立ゆえの負担の軽い修学費用、４年制大学への編入に強い短期
大学といった実績に加え、2016 年度より導入した「コース選択制」の新設、市産
材や県産材の木材を多く取り入れた木造校舎も自然環境と調和し大きなアピールポ
イントになります。
　また、大学があることにより、市内には各地方から多くの学生が転入しており、
経済効果や学生ボランティアで地域を盛り上げる力になっています。
　一方、市民の生涯学習に対する意識はこれまでにも増して高まりつつあり、ニー
ズも多様化しています。そのようななかで、大学における * リカレント教育の推進
については、市民に学習の機会を提供するとともに、学校自体の機能も活性化する
効果もあります。
　社会教育機関や企業、地域と連携・協力体制の下、学習機会の提供やボランティア、
社会活動への学生の派遣、教員の持つ専門知識の活用などを地域貢献のために積極
的に進める必要があります。

* リカレント教育
義務教育または基礎教育の修了後、生涯にわたって教育と他の諸活動（労働、余暇など）を交互に行
なう教育システムのこと。

短期大学の充実
❺ 豊かな心が育つまちづくり5-3

施　策

　《現況と課題》
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《基本目標》

特色と個性のある学校運営による人材育成はもとより、積極的な広報活動に
よる学生の獲得や市民の学習の場としての環境整備に努めます。

《施策項目》

①学校運営の充実

②施設の整備・充実

③学習機会の提供

④地域との連携強化

①学校運営の充実

○大学運営を充実し、少子化時代に対応できる大学の経営基盤づくりに努めます。

○オープンキャンパスや県内外の高等学校への学校訪問など、積極的な広報活
　動を充実します。
○経済的負担の軽い修学費の短期大学を目指すとともに、４年制大学への編入
　学に強いという特長を継続できるよう努めます。
○学生の編入希望や就職希望のニーズに対応できるよう、授業編成や就職対策
　などの充実に努めます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

３８３名

大学運営の充実に努めることを目
的とし、数値を設定をします。
※定員 200 名であることと18 歳
人口の減少等に鑑み設定

３００名志願者数
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②施設の整備・充実

○計画的な施設保全と教育に関わる資機材の整備・充実に努めます。
○情報化やＩＣＴ教材など、時代のニーズや社会情勢に対応した情報ネットワー
　ク環境の整備に努めます。

③学習機会の提供

○大学の専門的・総合的教育機能を活かし、市民の生涯学習に寄与できるよう講
　座メニューの充実と積極的な情報発信に努めます。
○市民の多様化・専門化する学習ニーズに応えるため、リカレント教育の充実な
　ど大学の教育内容を広く地域に提供します。

○県や関係機関と連携し、「県民コミュニティカレッジ」などの公開講座の開催
　と広報に努めます。

④地域との連携強化

○地域の大学として、教職員の地域活動への参加や共同研究への取り組みなどを
　積極的に推進します。
○地域団体や企業、行政などと連携した地域活性化やまちづくりへの取り組みを
　充実します。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

２０名

延べ２４９名

地域と関わりの深い大学になること
を目的とし、数値を設定します。
※20 名程度が適切な人員と考え
現状維持に努めます。

市民の学びの場を増やすことを目的
とし、数値を設定します。

２０名

延べ２５０名

特別聴講生数

公開講座受講者数
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　本市は、古くから関東平野と甲府盆地を結ぶ交通の要衝であったため、たくさん
の人や物、情報が行き来し、有形の文化財をはじめ、伝統芸能や祭事などのふるさ
と文化も数多く残っています。本市の気候や自然環境の中で生まれ、歴史や風土を
伝えているこれらの文化財は市民の大切な財産です。
　しかし、収蔵・公開施設が限られていることもあり、これらの文化財はごく一部
が知られているに過ぎません。また、産業構造や生活圏の変化により伝統芸能の継
承者は不足しており衰退の兆しを見せています。
　これらの文化財を保存し伝え続けていく必要があると同時に、より多くの市民に
これらを知る場や機会を提供していく必要があります。また、ふるさと文化の継承
活動への支援や後継者の育成を図る必要があります。
　加えて、史跡、天然記念物、建造物など野外にある指定文化財は、指定後の管理
や整備が不十分なものも見受けられます。将来への継承のための整備、修復等を実
施し、保存と有効な活用方法を検討する必要があります。

地域文化の継承
❺ 豊かな心が育つまちづくり5-4

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

地域の歴史や文化の保全・保護や継承活動への支援を充実し、郷土への教育
機会の充実や情報提供体制の整備が進んだまちをつくります。

《施策項目》

①継承文化の保護

②防災や保存体制の強化

③資料整理、発掘等への取り組み
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地域文化の継承
①継承文化の保護

○本市にとって大切な文化財を指定し、消滅や散逸を防ぐとともに、文化財の本
　質的価値等について学習の機会を提供します。
○伝統芸能の保存・継承への支援として各種助成制度の活用など継続的な支援・
　協力をします。
○郷土資料館の充実と環境整備に努めるとともに、名勝猿橋への来訪者に対し情
　報提供を図ります。

②防災や保存体制の強化

○文化財の防災・防犯体制の強化を図ります。
○保存、延命のための修理や保存環境の整備を図ります。
○指定文化財以外も将来の指定候補として、関連する資料や記録、画像等を収集
　し整理保管を検討します
○指定・登録・未指定を問わず、市内文化財のデータ化に取り組みます。

③資料整理、発掘等への取り組み

○計画的、継続的な文化財や郷土の歴史伝承に関わる資料の分類や台帳化などの
　整理を進めます。
○文化財保護法の周知啓発により、発掘調査への理解を図ります。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

３，２８１人
地域の歴史文化を学習できる環境
づくりを目的とし、数値を設定し
ます。

３，５００人郷土資料館来館者数
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　本市では、中央公民館（市民会館）や地区公民館・分館のほか、郷土資料館や市
立図書館などを活用し学習支援を進めてきました。
　中央公民館では、文化教室や各種学習、講座の開催や大ホール、市民ギャラリー
などでの発表の場を提供しています。地区公民館・分館では、地域住民のニーズや
特色を生かした生涯学習活動が行われています。
　郷土資料館においても、各種教室の開催などを通して郷土を学ぶ市民の活動を支
援しています。
　また市立図書館では、図書の貸出などをはじめ、ボランティアの協力を得ながら、
各種イベントや講座、お話会など多様な活動を実施しています。
　今後も、これらの施設の充実を図るとともに、関係機関や関係団体間の連携・協
力体制の確立をはじめ、学習情報の発信や主体的な活動を支援する体制の強化など
を継続していきます。
　一方、市内のスポーツ施設は、市民総合体育館や総合グラウンド、勤労青年セン
ター、武道館などがあります。そのほか、小・中学校施設の開放などにより市民の
スポーツ活動を支援しています。
　だれもが体力や年齢、目的に応じて、いつでもスポーツに親しむことができるよ
う、安全で快適な施設の確保や維持管理に努めるとともに、市民の健康増進のため
の取り組みを推進する必要があります。

生涯学習の推進
❺ 豊かな心が育つまちづくり5-5

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

多様な学習ニーズやスポーツニーズへの対応を充実し、多世代交流や社会参
加、健康と生きがいづくりを推進するまちをつくります。
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生涯学習の推進

《施策項目》

①生涯学習の環境整備

②図書館の充実

③青少年の健全育成

④生涯スポーツの環境づくり

①生涯学習の環境整備

○中央公民館、地区公民館、分館、市立図書館および郷土資料館等の生涯学習
　の拠点となる市の施設の計画的な整備・充実に努めます。
○文化協会などと連携しながら各種講座・教室や各種クラブ・サークル等の生
　涯学習の情報提供を行います。
○市民の学習ニーズに沿った講座や学習分野の充実に努めるとともに、学習成
　果の発表や地域での成果の利活用の方策について検討します。

②図書館の充実

○市民の読書や学習ニーズに対応できるよう蔵書等の拡充や館内環境の整備に
　努めます。

○図書館の広域連携による図書等の検索や貸出など利用者の利便性の充実を図
　ります。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

７．５冊／人

３．１冊／人

蔵書の充実を図り、利用者の多様
なニーズに応えることを目的とし、
数値を設定します。

利用者のニーズに応え、利用を促
進することを目的とし、数値を設
定します。

８．０冊／人

５．０冊／人

一人あたり
蔵書冊数

一人あたり
年間貸出冊数
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○図書館まつりなどイベントや講座、講演会の開催など図書館発の文化事業を
　展開します。

③青少年の健全育成

○家庭教育の充実、青少年の地域活動と体験活動の推進、青少年育成環境の充実、
　青少年育成関係団体との連携などを進め、青少年の健全育成に努めます。
○青少年の健全な居場所づくりを推進するため、地域育成会・各種団体・サー
　クル活動などへの支援を行います。
○夏季および冬季休業前などに小中学校との情報交換を行い、地域などとの連
　携による青少年の健全な育成・指導を図ります。

④生涯スポーツの環境づくり

○体育協会などの関係組織と連携し、大会や各種教室などのスポーツイベント
　を開催します。

○保健活動と連携した、健康増進としての生涯スポーツについての情報提供や
　啓発、体験機会の充実に努めます。

○市内のスポーツ活動施設等について、計画的な修繕や整備に努めるとともに、
　地域と連携した管理、運営体制の充実に努めます。
○関係機関や関係団体と連携し、各種スポーツ種目の指導者の育成および確保
　に努めるとともに、地域のスポーツ組織の充実・拡大を支援します。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

３．１回

５，６２６人

スポーツ施設の利用促進を目的と
し、数値を設定します。

健康増進と生涯スポーツ推進を目
的とし、数値を設定します。

３．７回

５，７００人

一人あたりの体育
施設利用回数

体育祭や各種大会
などへの参加人数
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活力あるまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

農林業の振興　
商工業の振興
観光の振興
勤労者福祉の充実

6-1

6-2

6-3

6-4

6
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　本市の農業は典型的な山間地農業であり、傾斜農地や小規模農地が多いため、効
率的な農業経営を営むことが困難な状況です。そこで、多様な農業の担い手を確保・
育成し、農業の協業化を促進するなど体制を整備するとともに、農業基盤整備の推
進を図り、効率的で生産性の高い優良な農地の確保・保全を促進する必要がありま
す。
　農産物においても、ブランド化や特産品開発への取り組みを強化するとともに、
生産・加工・流通が一体的に行えるシステムの整備・強化などを進める必要があり
ます。
　林業においては、零細な森林所有者が多く、適正な施業が行われない森林が増加
し、森林の有する公益的機能が十分に発揮されない状況となっています。こうした
状況を改善するためには、森林施業の集約化、合理化を図るとともに、担い手の育成・
確保、森林認証による木材産地としてのブランド化が必要です。地域林業の中心的
な担い手の森林組合等の団体についても、組織の育成強化や活動の充実を図る必要
があります。
　また、今後稼働する、大月バイオマス発電所への未利用材の供給など、有効利用
についても検討を進める必要があります。
　さらに、都心部に隣接している地域特性を生かし、農作業体験や森林空間の活用
を通じた地域間交流の促進など観光産業との連携が必要です。

農林業の振興
❻ 活力あるまちづくり6-1

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

農地や林地の整備・保全や有害鳥獣対策に取り組み、安定した経営体制づく
りを支援し、豊かな自然と共生した農林業のまちをつります。
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《施策項目》

①農業基盤の整備

②農業の振興

③森林の保全

④林業の振興

①農業基盤の整備

○農業振興地域整備計画や農業農村基盤整備事業により、ほ場整備や用水路改
　良等の計画的な農業基盤の整備や生産の効率化を推進します。

○有害鳥獣による食害防除の強化を促進するため、駆除関係団体との連携や支
　援を強化します。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

４６１．０ｈａ

２８ｋｍ

減少している農地等を維持するこ
とを目的とし、数値を設定します。

有害鳥獣による食害防除の強化を
促進するため、数値を設定します。

４５８．５ｈａ

３３ｋｍ

農用地面積

鳥獣侵入防止柵
設置延長
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○遊休農地対策等により農地の保全を図るとともに遊休農地の活用に取り組む
　集落および団体等の活動を促進します。

②農業の振興

○新規就農者や支援協力者など多様な農業の担い手を確保し、育成に努めます。

○ＪＡ等の農業関係団体や商工、観光関係団体等と協力し、生産や加工、販売ま
　での協力体制づくり等について支援します。

○観光施策と連携した農林業の体験型事業等により交流活動を促進します。

○食育事業や地産地消事業などと連携した消費、販路の拡大を図ります。

指標名

指標名

指標名

現状値

現状値

現状値

目標値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2022年

2016 年

2016 年

2016 年

５２２回
（３箇所）

８９戸

１名

１０回／年

生産者の経営安定のため販売体
制を確立することを目的とし、数
値を設定します。

農業経営の基盤強化と担い手の確
保を目的とし、数値を設定します。

農業経営の基盤強化を目的とし、
数値を設定します。

農業への理解を深めることを目的
とし、数値を設定します。

８５６回
（５箇所）

９３戸

５名

１４回／年

直売所等の
開設回数

農家戸数

認定農業者数

農業体験教室
実施回数

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

２箇所
農地等の保全を目的とし、数値を
設定します。２箇所遊休農地の

復元箇所数
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③森林の保全

○県等と連携し、法令等に則った適切な林地開発の指導等を行います。
○民有林等の荒廃地などに対する適正管理を働きかけるとともに、森林の多面
　的機能の維持・増進を図るため、適正な管理を促進します。
○県等と連携した治山治水事業の促進により、急傾斜地等の保安に努めます。
○森林整備に導入が予定される森林環境税及び森林環境贈与税の活用を進める
　ための計画を作成し推進します。

④林業の振興

○森林組合などの林業事業体の体質強化や経営の多角化などへの取り組みを支
　援します。
○森林施業の効率化、搬出の省力化のため、林道・作業道の適正管理に努めます。
○木質バイオマス発電への未利用材の供給体制の整備を検討します。
○森林認証の取得により、産材のブランド化や林業の適切な管理意識の醸成を
　図ります。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

なし
森林保全の意義や必要性を知って
もらうことを目的とし、数値を設
定します。

計画策定事業計画策定
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　近年、消費者ニーズの多様化や消費行動範囲の拡大、大型店・量販店の進出、さ
らに、インターネット市場の拡大等により、地域の個人商店等の経営は厳しい状況
にあります。
　本市の中心市街地である大月駅周辺をはじめとする既存の商店街は、地形や構造
的な要因などがあることから店舗の拡大や改装などが難しく、経営者の高齢化と後
継者問題も生じていることから廃業・休業による空き店舗が増加しています。
　一方では、高齢社会を迎えているため、買物弱者問題など、買い物環境の利便性
の向上を図っていくことが必要であり、身近にある商店街にその役割が期待されて
います。
　今後は、個人商店はもとより商店街や地域の活気と競争力を高めるため、商工会
などの活動を強化し、経営者への支援や意識の高揚を図るとともに、空き店舗利用
や創業者への支援などの事業支援を進め、魅力ある商業空間を形成するとともに商
業者と消費者の交流を促進させる必要があります。
　また、本市の民営事業者総数は 1,363 事業所となっていますが、そのほとんどが
いわゆる中小企業であり（平成 26 年経済センサス基礎調査）、そのうち、製造業は
224 事業所で従業員数は 2,192 人と全産業の中でも一番多く、本市の中心的産業と
言えます。
　これまで、製造業も含み中小企業者に対して資金融資や利子補給などによる支援
を行ってきましたが、事業所数並びに従業者数は減少傾向にあります。
　今後は、既存の事業活動への支援も含め、創業・第二創業や成長産業分野への事
業転換などに対する新たな支援や企業誘致のさらなる推進が求められています。

商工業の振興
❻ 活力あるまちづくり6-2

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

商工業振興への支援と社会環境や時代ニーズに合った企業の誘致に取り組
み、活力ある産業のまちをつくります。
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商工業の振興

《施策項目》

①事業活動への支援

②企業誘致の推進

③商業の振興

①事業活動への支援

○起業者に対し、商工会や金融機関などの関係機関と連携協力し、有効な支援・
　助成制度についての情報提供や開業、運営支援などに努めます。
○地場産業や関連団体等の連携強化による、新技術の導入、新製品の開発のた
　めの支援を行います。
○新製品の生産販売体制の確立や販路拡大のための支援を行います。

②企業誘致の推進

○企業立地が可能な不動産の情報収集と積極的に情報提供に努めるとともに、
　地域環境と調和した企業の誘致に努めます。

○企業誘致推進のため、国や県の支援制度に沿った支援が可能となるよう制度
　設計に努めるとともに、本市の活性化に資する企業が誘致できるよう支援制
　度の拡充に努めます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

２０件 雇用の創出と活性化を目的とし、
数値を設定します。

２４件企業誘致件数（累計）
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③商業の振興

○空き店舗の利活用等による商業空間の回復を図るとともに、新たな出店者へ
　の支援を行います。
○高齢者の買い物弱者解消のため、関係機関等と連携し、各種支援制度や事業
　の拡充に努めます。
○地場産品の市域外へのＰＲ機会の拡大を図ります。
○商工会等支援団体の活動を強化するとともに、経営者意識の高揚や経営相談
　の充実、研修機会の拡充などを図ります。
○地場産業、各組合、商工会および大月短期大学等の産学官連携の強化に努め
　ます。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

０件

２回／年

企業誘致推進を目的とし、数値を
設定します。

賑わいづくりや活性化を目的とし、
数値を設定します。

３件

１０回／年

工場設置奨励制度の
活用数

販路拡大支援事業
補助金の利用件数
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　観光関連産業は裾野が広いため、その経済波及効果が大きく、地方創生の中心的
産業として注目されており、「観光によるまちづくり」を推進していこうとする動
きが全国各地で見受けられます。
　本市は、自然観光資源、歴史資源に恵まれ、また東京近郊に位置するという好条
件も併せ持つため、自然の豊かさや安らぎを求め、多くの都市住民が訪れています。
近年では、体験・交流型の観光が人気であり、本市では以前からも鮎釣りや渓流釣
りなどで多くの人々が訪れておりましたが、最近ではラフティングや農業体験など
新たなフィールドも加わり、さらなる誘客が期待されています。
　さらに、国の観光戦略や富士山の世界文化遺産登録などの好影響により、大月駅
を利用する外国人観光客は増加傾向であります。
　しかしながら、本市を通過してしまう観光客や通過点の一つとして短時間滞在す
る観光客も多く、それらの人々をいかに滞在させ、観光消費につなげていくかが課
題となっています。
　そこで、大月市秀麗富嶽十二景や名勝猿橋といった既存観光資源の魅力をさらに
磨き上げるとともに潜在している観光資源を発掘し、それらを結び付けてプロモー
ションを行い、市全体で観光客を呼び込むためには、多様な主体が参画・連携する
必要があります。

観光の振興
❻ 活力あるまちづくり6-3

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

豊かな自然環境や歴史、文化などの地域資源の整備や保全に努め、地域一体
となった観光振興と情報発信の充実したまちをつくります。
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《施策項目》

①観光資源や環境の整備

②観光の推進体制づくり

③情報提供と人材育成

①観光資源や環境の整備

○観光客数増加のため、名勝猿橋や岩殿山など地域資源を保全しながら計画的
　な整備に努めます。

○登山者等の安全確保を図るため、登山道やハイキングコース、遊歩道の整備・
　修繕に努めます。

○来訪者のアクセス向上のため、サインや誘導看板、登山道の保全や案内板等
　の計画的な整備、修繕を行います。
○観光スポット等への駐車・駐輪場やトイレ等の整備について関係機関や地域
　組織等と連携しながら推進します。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

４４，７１９人

１１４，４９８人

１４６，６１５人

魅力ある観光スポットを整備し、
観光客増加を目的とし、数値を設
定します。

来訪者の増加を目的とし、数値を
設定します。

４６，０００人

１１８，０００人

１５１，０００人

岩殿山入込者数

名勝猿橋入込者数

登山客数
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②観光の推進体制づくり

○観光協会や関係する各種団体と協力し観光のまちづくりの推進や地域間交流
　の充実に努めます。
○特色ある地域特産品や土産物の開発、販路確保など関係団体や事業者との連
　携と支援に努めます
〇多くの方々と連携した「大月 * ＤＭＯ」の設立を目指します。

* ＤＭＯ（Destination Management Organization）とは、観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、
風俗など当該地域にある観光資源に精通し、地域と協同して観光地域づくりを行う法人のこと。

③情報提供と人材育成

○都心からの登山客等の来訪者増加を図るためＰＲ活動に努めます。

○観光協会や * ＮＰＯ、市民団体等との連携により組織力を強化するとともに、
　市民観光ガイドなどの人材育成を促進します。

* ＮＰＯ（Non-Profit Organization）又は「Not-for-Profit Organization」の略称で、様々な社会貢
献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称。収益を目
的とする事業を行うこと自体は認められますが、事業で得た収益は、様々な社会貢献活動に充て
ることになります。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

３４１，１２２人

２０人

来訪者数増加を目的とし、数値を
設定します。

観光スポットの魅力を伝えること
を目的とし、数値を設定します。

３５１，４００人

２５人

観光客数

観光ボランティア
ガイドの登録者数
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　勤労者が快適かつ安心して働くことができる環境づくりを進めることは、地域経
済の活性化や人口定着の面からも大変重要なことです。このため、勤労者が文化活
動により教養を高めたり、スポーツを通じて健康維持や体力増進を図るなど、生き
がいをもって働くことができるような環境づくりが求められています。
　各事業所における労働環境については、法令や制度改正などについての情報提供
などにより、ワーク・ライフ・バランスの推進、若者や非正規雇用者を始めとする
労働環境や処遇の改善、女性の活躍推進等の促進を働きかける必要があります。
　一方、障がい者が状況に合わせて就労し、社会参加が促進されるよう特別支援学
校やハローワーク、就労事業所等と連携した雇用対策を計画的に推進するとともに、
企業や事業者への障がい者雇用についての理解や協力を促進する必要があります。
　更に、雇用の場が減少している上、国による定年年齢の延長促進、年金支給開始
年齢の繰り上げなどにより、若者はもとより職を求める中高年齢者も増加している
ため、就労を取り巻く環境はますます厳しいものとなっており、ハローワークや市
内事業所と情報交換を行い、雇用者側のニーズを把握し、働きたい労働者へ情報提
供を行うことが必要となっています。

勤労者福祉の充実
❻ 活力あるまちづくり6-4

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

就労意欲のある人が、各自の能力と意志に応じた就労ができる環境整備に努
め、関係機関と連携してワーク・ライフ・バランスが促進されたまちをつく
ります。

《施策項目》

①就労支援の充実

②勤労者福祉の促進

③障がい者の雇用の促進
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勤労者福祉の充実
①就労支援の充実

○ハローワーク（公共職業安定所）や市内事業所との連携により就業機会の拡
　大を促進します。
○市内事業所の採用情報の提供を、大月短期大学と連携して行い、学生の市内
　への就職を支援します。
○関係機関と連携し高齢者の就業機会の拡大を図ります。
○ひとり親家庭や子育て後の母親などへの就労支援教育、情報提供や相談体制
　の充実による就労への支援に努めます。

②勤労者福祉の促進

○勤労者の健康維持増進のための施設整備を促進するとともに、関係機関との
　連携により勤労者の福祉の向上を目指します。
○ワーク・ライフ・バランスの推進や労働環境の法令遵守などについて、関係
　機関と連携した広報や情報提供等による意識啓発を推進します。

③障がい者の雇用の促進

○障がい者雇用連絡会議や養護学校など関係団体・機関等と情報共有するとと
　もに、ハローワークや協力事業所等と連携し障がい者の雇用の促進に努めま
　す。
○高齢者や障がい者等の雇用促進についての支援策、優遇措置等について企業
　への情報提供に努めます。

《計画施策》



110



111

安全で安心なまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

防災体制の整備　
治山・治水の推進
消防・救急体制の充実
交通安全・防犯対策の推進

7-1

7-2

7-3

7-4

7
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　本市は、東海地震の地震防災対策強化地域及び首都直下地震緊急対策区域に指定
されています。地形の起伏が多い地理的条件から、災害に強いまちづくりにあたっ
ては、急傾斜地崩壊危険箇所などの対策や、災害時の孤立地区が発生しない道路計画・
整備や発生した場合に対応した情報の収集・伝達手段を確保する必要があります。
　また、市街地での道路整備の推進により避難や救急活動などがしやすいまちづく
りに努めるとともに、災害対策用物資の備蓄や防災施設、消防水利等を一層充実さ
せる必要があります。これまで、「耐震改修促進計画」等により耐震化を促進し、
学校施設は耐震化が完了しました。木造個人住宅の耐震化については、無料の耐震
診断や改修等への補助金交付により、耐震化支援を継続して実施しています。
　こうしたハード面の整備とともに、市民一人ひとりが災害時における避難方法や
二次災害の防止等についての基礎知識を身につけ、日頃から防災意識を持つことが
大切です。このため、職場や学校、生涯学習など様々な機会を通じ防災教育と防災
意識の啓発を推進する必要があります。
　また、災害対策活動拠点となる常備消防体制の強化や地域消防の要となる消防団、
自主防災組織の強化に向けた防災リーダーの育成とともに、多様な防災訓練等を通
して地域住民の防災意識の醸成を図り、市民一人ひとりが率先して行動できるよう
な防災活動体制の確立が必要となっています。
　さらに、自治体間や市内外の事業所や各種団等との連携強化と応援体制の確立に
より防災ネットワークを形成・強化する必要があります。

防災体制の整備
❼ 安全で安心なまちづくり7-1

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

防災対策の推進と市民一人ひとりの防災意識の醸成による身近な自助、共助
が図れるよう各種支援を推進し、災害に強いまちをつくります。
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防災体制の整備

《施策項目》

①防災対策の推進

②地域の防災力強化

③防災意識の啓発

①防災対策の推進

○防災対策の計画的な推進のため、地域防災計画の定期的な見直しを進めます。
○ * ハザードマップや指定避難所等の周知と広報に努めます。
○防災行政無線のデジタル化対応に向けて、機器や中継局などの更新事業を計
　画的に推進します。
○行政相互の相互応援協定や医療機関との連携強化、企業等との災害時応援協
　定の拡充などによる、防災ネットワークの形成・強化を図ります。
○防災拠点や災害時の避難先となる施設の耐震化を進めるとともに、木造個人
　住宅や建築物の耐震化を促進します。

○道幅が狭い道路については、周辺住民や関係者と調整を図り、土地所有者の
　協力を得ながら道路整備を進めます。

* ハザードマップ
自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定区域や避難場所・避難経路な
どの防災関係施設の位置などを表示した地図。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

７９．３％
防災力の向上を目的とし、数値を
設定します。８１．０％防災拠点の耐震化率
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②地域の防災力強化

○地震や風水害等の災害の発生に備えた減災への取り組みとして、自立した自
　主防災組織の活動を推進するため、「自助」、「共助」の観点から地域防災力の
　向上を目指し、防災活動を指導できる地域防災リーダーを育成します。
○民生委員や自治会、地域団体等と協力し要配慮者の把握を推進し、地域での
　共助や避難行動に役立てます。
○地域の実情に応じて避難所の見直しを行うとともに、地域や事業所等と連携
　し、計画的な防災対策を推進します。
○消防団や地域の自主防災活動の促進を図ります。

③防災意識の啓発

○防災・防火意識や災害時の「自助」、「共助」意識の醸成を図るための普及啓
　発活動に努めるとともに、自主防災組織や事業所と連携し、防災訓練や防災
　出前講座を充実します。
○総合防災訓練を実施し、発災時の対応などの訓練の実施に努めます。
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　本市の豊かな緑や清流などの美しい自然環境は、市の魅力を構成する大きな要素
となっています。しかし、近年は林業の衰退や山間地集落の高齢化、過疎化などの
要因から、森林などの適正な管理に課題があります。また、山間部には急峻な地形
も多く、斜面を後背地に持つ道路や集落があります。
　これまでも、国や県等の関係機関と連携した保安林の管理や急傾斜地対策、砂防
対策等に取り組んできました。今後も、急傾斜地や災害危険地区について、砂防事
業や河川事業とも連携を図りながら、治山に取り組む必要があります。
　また、台風など河川災害が懸念される際は、パトロールにより住民に対して注意
喚起を行い、必要に応じて復旧、修繕を行うなど良好な河川管理に努めています。
　一級河川の笹子川、藤沢川、小沢川は、県による、伐木、護岸の維持改修事業が
実施され河川空間が保全されています。今後も、河川のパトロールや住民からの情
報などに基づき、適切な維持管理、護岸改修等の河川空間の景観保全や災害対応に
県等と連携して継続的に取り組む必要があります。

治山・治水の推進
❼ 安全で安心なまちづくり7-2

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

関係機関と連携し災害時の危険箇所の対策やハザードマップ等の活用による
災害対応の情報提供など治山・治水に取り組みます。

《施策項目》

①治山対策の推進

②河川の空間の適正管理
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①治山対策の推進

○風水害の災害軽減や未然防止のため、保安林の管理推進を国や県等に要望し
　ます。
○土砂災害に関する危険地域については、必要な治山施設、砂防施設の整備に
　ついて関係機関へ要望します。

○土砂災害警戒区域を示したハザードマップを活用し、市民への災害対応への
　周知・啓発を図ります。

②河川の空間の適正管理

○水害発生を未然に防ぐため河川の適正管理に努めるとともに、増水等による
　河川災害が懸念される際は、パトロールや周辺地域への注意喚起など安全確
　保に努めます。
○一級河川の管理については、県に対し積極的に維持管理を要望し、河川災害
　から市民の財産、人命の保護に努めます。
○計画的、定期的なパトロールにより、危険箇所の把握に努めるとともに、土
　地所有者に対して、砂防指定の理解が得られるよう広報活動を実施します。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

１箇所／年
土砂災害防止を目的とし、数値を
設定します。２箇所／年防災工事新規

採択件数



Ⅰ　
総
論

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅲ　
基
本
計
画

117

　全国的な少子高齢化の進展と気候変動に伴う災害の複雑化・大規模化によって、
地域を取り巻く環境も大きく様変わりしています。特に、少子高齢化問題は地域の
安心・安全を支える消防体制の維持を困難にしていくものと考えられます。
　その一方で、東海地震、首都直下地震など大規模災害の発生が危惧される中、本
市も地震防災対策強化地域に指定されており、これら大規模な災害に対応するため
の、組織機構、人員、施設・設備などを早急に整備・確立していかなければなりません。
　これまでの取り組みとして、消防・救急無線のデジタル化に伴う消防無線指令業
務を大月市・都留市・上野原市（以下「東部三市」とする。）の三市共同運営による、
山梨県東部消防指令センターへと統合し、平成２７年度から本格的に運営しており
ます。
　また、老朽化した消防車両を最新のものへと更新しており、施設・設備の充実強
化を図ってきました。
　こうしたハード面の整備とともに、東部三市間で人事交流制度を行い相互間の情
報交換、技術交流を活発化させ、東部三市による「合同災害対応訓練」を定期的に
開催し、人材育成などソフト面の強化を図っております。
　今後は、更なる高齢化の進展による救急・火災事案の急増や大規模災害発生時の
避難困難者の増加といった問題が見込まれることに対し、人口減少、少子化による
消防人員の確保が困難となることが想定されます。
　このようなことを踏まえ、東部三市間の更なる連携強化と将来的な消防業務の広
域化を目指すことにより、人員、施設・設備の強化を図り、少子化に向けて女性消
防職員の採用による人員確保について積極的に取り組む必要があると考えます。

消防・救急体制の充実
❼ 安全で安心なまちづくり7-3

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

施設や装備の充実に努め、広域連携や地域内の連携を強化し安心できる消防・
救急体制が整備されたまちをつくります。



118

《施策項目》

①施設・装備の計画的な整備・更新

②組織体制の充実・強化

③防災・防火意識の高揚・普及啓発

④救急体制の充実・強化

①施設・装備の計画的な整備・更新

○消防庁舎の耐震化を含めた計画的な整備に努めます。
○人員および組織体制に沿った効果的な車両・装備品の整備・更新計画を立案し、
　実行します。
○高機能消防指令システム、デジタル無線システムの維持・管理及び効果的な
　更新について計画的に推進します。

②組織体制の充実・強化

○将来的な少子化による人材不足に向けて、女性消防職員の登用及び効率的な
　人員配置についての計画を策定していきます。
○人口減少に伴う消防団員不足解消に向けた組織機構改革案を検討していきます。
○東部三市間における人事交流の更なる推進を図るとともに、指令業務に代表
　される共同事業の更なる拡大を図るため、共同事業計画を推進していきます。

③防災・防火意識の高揚・普及啓発

○地域への防災意識高揚を図るため、東部三市共同で行われている合同訓練を
　地域防災意識啓発に活用するための計画を推進していきます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

１回
地域の防災力向上と東部三市の
消防強化を目的とし、数値を設定
します。

２回東部三市合同消防
総合訓練回数
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○地域の防火・防災対策普及促進のため、効果的な防火査察計画の策定と効率
　的な人員の配置・育成に努めます。

④救急体制の充実・強化

○将来的な救急需要の増加による救急隊員の効果的な運用を目指すための救急
　救命士の採用・育成計画を作成していきます。

○将来的な救急需要の増加を見越した効率的な救急自動車の整備及び東部三市
　による相互応援体制の確立を目指した計画の策定を推進していきます。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

６６．７％

１６名

８６防災会

１名

地域の防火対策向上を目的とし、
数値を設定します。

重症患者への適切な対応を目的と
し、数値を設定します。

地域の防災力向上を目的とし、数
値を設定します。

７０．０％

２２名

１６５防災会

４名

住宅用火災警報器の
設置状況

救急救命士の育成

防災訓練を実施した
自主防災会の数

指導救命士の育成
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　本市では、地域と協力して通学時間帯におけるグループでの散歩・ウォーキング
を兼ねた巡視活動や、子どもへの声かけ・あいさつ運動を展開するとともに、警察
や交通安全協会、青少年育成大月市民会議など、関係機関と地域が一体となった子
どもの安心・安全確保のための体制がとられています。
　また、子供の交通安全を確保するために交通安全教育に取り組むとともに高齢者
の交通事故の未然防止への取り組みなど、地域住民が一体となって交通安全意識を
高めていくことが必要です。
　一方、警察など関係機関や地域との連携を強化し、防犯対策を推進しています。
しかし、近年、高齢者・主婦などを狙った振り込め詐欺やインターネットや携帯電
話を通じた架空請求など、犯罪の質的変化も見られます。住民が犯罪を防ぐための
正しい知識を持つために、公民館を通じた啓発活動に力を入れるとともに教育機関
や老人クラブなどに対し、啓発活動や情報提供の強化が必要です。
　地域の治安を維持するためには、警察などの関係機関の対策のみならず、市民が
できる範囲で自主的な防犯対策を講じ、地域一体となって取り組むことも大切であ
り、それが安全・安心して暮らすことのできるまちづくりにつながります。

交通安全・防犯対策の推進
❼ 安全で安心なまちづくり7-4

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

交通安全や防犯に対する意識啓発を推進し、地域の関係機関と連携し事故や
事件のないまちをつくります。
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交通安全・防犯対策の推進

《施策項目》

①交通安全対策の充実

②交通安全施設の整備・更新

③防犯対策の推進

④防犯知識・情報提供の充実

①交通安全対策の充実

○地域の団体や学校と連携し、子どもが安心して登下校できる環境整備に努め
　ます。
○交通安全教室などの開催による指導・啓発を行うとともに、交通安全関係団
　体の活動への支援など交通安全対策の充実を図ります。

○関係団体等と連携し、高齢者に向けた交通安全意識の啓発活動や安全指導、免
　許返納制度の周知など高齢者の交通事故防止に向けた取り組みを充実します。

②交通安全施設の整備・更新

○住民や警察と協力しながら市街地や生活道路の効率的な安全施設の整備、更
　新を進めます。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

１３件

２回／月

安全な交通や通行の確保を目的と
し、数値を設定します。
※事故件数は０件が望ましいため。

市民が安全に通行できるよう、道
路状況の把握を目的とし、数値を
設定します。

０件

２回／月

市道等での人身事故
件数

道路パトロール回数
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○急峻な地形に位置する道路が多いことから、防護柵やカーブミラーなどの整
　備、更新を計画的に進めます。

③防犯対策の推進

○各小中学校において、犯罪に巻き込まれないための必要な知識を啓発します。
○警察などの関係機関と連携し、防犯活動団体の育成を図り地域安全運動を促
　進します。
○防犯意識を高めるため、大月警察署と連携し、犯罪の防止に役立つための啓
　発活動や地域に関する情報提供を行います。

○夜間の事故や犯罪の防止対策として、防犯灯の新設や修繕を実施するととも
　に、防犯灯のＬＥＤ化を推進します。

○近年多発している電話詐欺を防止するため、電話詐欺抑止装置の無償貸出し
　を推進します。

④防犯知識・情報提供の充実

○防犯ブザーの配布や不審者メールの送信、防災行政無線等による広報・周知
　など身近な防犯対策を充実します。
○関係機関や地域と協力し、高齢者に対する詐欺事件の未然防止や情報提供、
　相談体制の整備に努めます。
○消費者が正しい知識や情報により行動できるよう、啓発や情報提供に努め消
　費者トラブルの未然防止を図ります。

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2017年

８回／年

９９９基

身近な犯罪から身を守るため、市
民自ら防犯意識を高く持つことを
目的とし、数値を設定します。

夜間のまちを明るくすることや防犯
灯の長寿命化を目的とし、数値を設
定します。
※2017年度事業開始のため現状値も
　見込み数値。

１２回／年

３，７００基

防犯意識強化の
ための啓発活動

防犯灯ＬＥＤ化数
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持続可能なまちづくり

Ⅲ基本計画
大月市第７次総合計画

広聴広報機能の充実　
コミュニティ活動の推進
職員の業務能力の向上
行政運営の充実
健全な財政運営
広域連携の推進

8-1

8-2

8-3

8-4

8-5

8-6

8
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　まちづくりを進める上で、市民と行政の信頼関係の構築は不可欠です。積極的な
情報発信と適切な情報公開によって信頼関係が築かれることで、市民の協力と参画
が得られると考えられます。
　本市では、市民に行政情報を伝えるための重要な手段として、月に一度広報誌を
発行するとともに、インターネットのホームページを活用して情報を公開していま
すが、ホームページは即時性がある反面、市民が自主的にアクセスしないと見ても
らえないという側面を持っているため、頻繁にアクセスしてもらえるよう、各課か
らの情報内容を充実させ、迅速に正確な情報を分かりやすく公開することが求めら
れます。また、フェイスブックを活用した情報発信に取り組んでいますが、更に
* ＳＮＳ等を活用するなど時代のニーズに合わせた情報発信を検討する必要性があ
ります。
　一方で広聴活動としては、市政モニターや市長への手紙、市長との対話集会など
を通じて広く市民各層から市政全般にわたる諸問題について意見・要望を聴き、市
政運営に役立てています。
　今後については、一人でも多くの市民が広報誌を手に取り情報が伝わるよう、広
報誌の見易さや分かり易さなどを向上させ、市民が簡単に情報収集できるように努
めるとともに、パブリックコメント制度の活用や市民参画の機会を増やし、市民の
声がより届くようなシステムを充実させる必要があります。

* ＳＮＳ（social networking service）個人間同士のコミュニケーションを促進し、社会的なネットワー
クの構築を支援するインターネットを利用したサービスのこと。

広聴広報機能の充実
❽ 持続可能なまちづくり8-1

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

様々な機会を通じて、多様化する行政ニーズを把握し、行政情報の提供方法
の工夫や分かりやすい広報活動を推進するまちをつくります。



Ⅰ　
総
論

Ⅱ　
基
本
構
想

Ⅲ　
基
本
計
画

125

広聴広報機能の充実

《施策項目》

①広聴の充実

②広報の充実

①広聴の充実

○市民と市長の対話集会を継続しながら、その都度見直し、市民ニーズの把握
　に努めます。

○市政モニターや市長への手紙などを継続し、市民が市政に関与し、意見や提
　言をできるように努めます。
○各種計画等に対し市民の声が反映されるようパブリックコメント制度の実施
　に努めます。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

実施

該当する
計画に対し
１００％

市民が市長と直接対話できる機会
をつくることを目的とし、実施を目
標とします。
※実施方法については毎年度、
　より良い方法を検討

計画や施策に対し直接意見ができ
市政に参画できる体制整備を目的
とし、実施を目標とします。

実施

該当する
計画に対し
１００％

対話集会の実施

パブリックコメント
の実施
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②広報の充実

○市民が読みやすい誌面作りを工夫しながら広報誌の充実に努めます。
○様々な媒体や機会を有効に利活用し、分かりやすいリアルタイムな広報活動
　に努めます。
○各課が行う市ホームページの更新作業を促すことに努め、利用する情報端末
　に合わせた構成やデザイン、容易なアクセスなど利便性の向上を目指します。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

８８８件
市の情報を広く発信することを目
的とし、数値を設定します。１，０００件ホームページ

アクセス件数
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　本市は、各地域において、公民館を活動の場とした地域に根付いたコミュニティ
が形成されてきました。これらに加え現在では、趣味や共通の関心を通じた様々な
コミュニティも形成されています。
　特に自治会組織は、地域活性化の主体となることが期待され、他市町村では近隣
自治会が協力して、新たな組織を立ち上げた事例や活性化に向けた多くの活動もあ
ります。一方で、地域によっては、高齢化や人材・人員の不足などもあり地域コミュ
ニティの存続が難しくなってきているとの声もあります。
　今後、自発的な自治会活動等が低下しないよう、行政には何ができるのか、それ
ぞれの担当部署において、サポートしていく必要があります。
　また、高齢化や人材・人員の不足が進む中で、多くの人が積極的に参画する社会
づくりが求められており、本市においても老若男女がお互いの人権を尊重しつつ、
その個性と能力を発揮し、対等な立場で参画できるまちづくりを目指しています。

コミュニティ活動の推進
❽ 持続可能なまちづくり8-2

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

地域での生活や地域活動の基本単位となる自治会活動、住民の自主的なコ
ミュニティ活動が活発に行われるまちをつくります。

《施策項目》

①地域活動の発信、相談対応

②コミュニティ意識の醸成

③男女共同参画の推進
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①地域活動の発信、相談対応

○特色ある自治会組織の活動や自主防災組織の活動など、広報誌での紹介に努
　めます。
○市内集落の高齢化や人口減少の状況の中、それぞれの工夫と取り組みにより
　自治会組織が維持できるよう相談対応します。

②コミュニティ意識の醸成

○市民、各種団体、市議会および行政が自らの責務を自覚し、参画と協働のま
　ちづくりを更に推進するため、基本的な考え方やルール等を事例等に鑑みな
　がら調査・検討します。

③男女共同参画の推進

○男女共同参画プランに基づき、関係団体等と連携・協力しながら、家庭、学校、
　職場、地域など各場面での男女共同参画を推進します。
○女性の社会参加の促進や自立支援のため、情報提供や啓発活動など、女性が
　活躍しやすい社会の構築に努めます。
○協働のまちづくりの推進には、女性の積極的な地域活動が必要であるため、
　公民館活動や自治会活動などにおいて、男女共同参画の意識を高める啓発に
　努めます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

実施

３．５％

女性が市政に参画しやすい環境づくりを目
的とし、啓発活動の実施を目標とします。
※啓発対象を毎年度検討します。

女性が地域活動に積極的に参加で
きる環境づくりを目的とし、数値を
設定します。

実施

１０．０％

出前講座等啓発活動
の実施

自治会等の代表に
おける女性の割合
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　個性を生かし、自立した地方自治体をつくるため、地方分権の推進による国や県
等の事務や権限の委譲が進められています。今後も、多様化する行政課題に対応し、
地域の特性に合わせた、地域課題の解決が求められます。そのためには、行政運営
に日々携わる職員の専門性や課題解決力の向上が必要になります。運営の担い手と
なる職員の見聞を広げ、職員個人の有している能力・可能性を最大限に引き出すに
はどのような取組みが必要かを意識し、能力の向上に資する研修機会を提供してい
く必要があります。
　また、市域が広いため、住民サービスの窓口機能は、本庁舎および笹子、初狩、七保、
猿橋、富浜、梁川の６出張所があります。地区ごとに、生活環境や住民意識、地域
課題にも違いがあります。身近な窓口であり、地域住民との接点として、相談体制
の充実や行政ニーズを把握する場として、重要な役割を担っているため、市民との
コミュニケーションを図りながら、住民サービスの向上に努める必要があります。

職員の業務能力の向上
❽ 持続可能なまちづくり8-3

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

研修機会の充実などによる業務能力の向上に努め、市民との接点となる窓口
機能が充実したまちをつくります。

《施策項目》

①職員の業務能力の向上

②窓口機能の充実
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①職員の業務能力の向上

○人材の育成と見聞を広げていくため、これまで以上に研修機会を提供します。

○職員提案制度の推進により広く職員から提案を求めることにより、職員の想
　像力、研究心および市政運営への参加意欲を高めます。

②窓口機能の充実

○市民にとって身近な行政窓口として、市民とのコミュニケーションを図りな
　がら簡単な手続きや受付・相談などができるよう、窓口機能の充実・改善を
　図ります。
○窓口での対話を通じて、地域の課題や要望、意見などの把握に努めます。
○日常生活での法律関係の困り事などに対応できる市民相談の開催機会の充実
　と相談ニーズの把握に努めます。
○インターネット環境などを利用した電子申請の仕組みづくりにより住民サー
　ビスの向上を図ります。

《計画施策》

指標名

指標名

現状値

現状値

目標値

目標値

指標の考え方

指標の考え方

2022年

2022年

2016 年

2016 年

７４．３％

１件／年

職員の業務能力向上を目的とし、
数値を設定します。

職員の想像力、研究心の意欲を高
めることを目的とし、数値を設定し
ます。

８０.0％

３件／年

職員研修参加割合

職員提案の採用件数
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　地域の特性によって行政に対するニーズは異なり、多様化しています。その一方
で、行政運営は効率化を求められています。このため、生活に身近な課題などにつ
いて解決を図っていくようなまちづくりを実現することが必要となっています。
　厳しい財政状況の中で、限られた職員数、老朽化した公共施設など行政資源を効
率的、効果的に活用し、政策形成を図りながら質の高い行政運営を目指す必要があ
ります。指定管理者制度や * ＰＦＩなど様々な行政運営手法等を検討し、効率的な
行政運営を進める必要があります。
　そのためには、実施する施策や事業内容、その成果が分かりやすく市民に説明で
きる制度とし、市民への情報公開と行政事務の透明性を高める必要があります。ま
た、本市が将来に向かってこれまで築き上げてきた特色を失わず、かつ市民が満足
するサービスを提供し続けるために、市民と行政が一体となって市全体の構造改革
に取り組む必要があります。

* ＰＦＩ（Private-Finance-Initiative）とは、公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資
金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サー
ビスの提供を図ること。

行政運営の充実
❽ 持続可能なまちづくり8-4

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

情報公開や行政評価を推進し、組織体制の整備充実により効率的な行政運営
がなされるまちをつくります。

《施策項目》

①情報公開への対応

②行政評価の推進

③組織体制の充実
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①情報公開への対応

○行政情報の公表や公開に取り組むとともに、庁内で連携し資料の整理等に取
　り組みます。
○個人情報保護の徹底を図るとともに、* セキュリティポリシーの適切な見直し
　に努めます。

* セキュリティポリシー
企業等の「情報資産」を守るための情報セキュリティ対策を具体的にまとめた社内ルールのこと。

②行政評価の推進

○事業の目的の妥当性や実施方法、実施後の成果検証を行う行政評価（事務事
　業評価）事業をもとに、市民への情報公開と行政事務の透明性を高めます。
○市民に開かれた市政の推進、効率的な行政運営の確立、健全な財政運営を目
　指した取り組みを推進します。
○「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の取り組み内容について把握し、目標
　達成度や進捗状況などについて評価します。
○指定管理者制度や PFI など様々な行政運営手法を検討し、行政運営の効率化
　を図ります。

○外部評価委員会などの市民の視点や客観的な評価を行うための仕組みを検討
　します。

③組織体制の充実

○効率的な人事管理の仕組みづくりに努めます。
○市民や事業者などと適切な役割分担を行い、効率的・効果的な行政運営に努
　めます。
○組織体制については、定期的な業務体制の検証を行いながら、市民ニーズに
　的確な対応ができる市民サービスの向上に向けた体制づくりに努めます。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

３箇所
適切な施設管理を検討し、効率化
を図ることを目的とし、数値を設定
します。

５箇所施設管理運営の
民間委託施設数
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　本市においては、自主財源である市税の多くを大規模な償却資産に係る固定資産
税に頼っている現状で、予算編成方針において、常に基本となるのは「歳入の減少
に見合った歳出」です。そのため、税等の徴収率の向上に積極的に取り組むほか、
受益者負担（使用料・手数料等）の適正化や未利用市有財産等の売却、貸付を含め
た適正管理に努めるなど自主財源の確保に努めることが必要です。さらに、財政状
況を分析した上で、歳出全般の効率化や財源配分の重点化、削減努力の持続による
経常経費の一層の削減など、財政構造の改善を図る必要があります。　　
　また、新規事業はもとより継続事業についても補助金等の財源確保に努めるとと
もに、スクラップアンドビルドの視点に立った、計画的な事業の選択などについて
も努める必要があります。加えて、市民に対しては、財政状況が総合的に把握でき
るような情報を可能な限り分かりやすい方法で提供し、財政に対する理解を深めて
もらう必要があります。
　一方、各特別会計についても効率的な運営が必要です。特に国民健康保険につい
ては、保険税収入の停滞や、医療費の給付の増大など、国民健康保険財政を取り巻
く環境は厳しいものとなっており、平成 30 年度から、県単位の広域的な国民健康
保険制度が開始され、市町村は国保事業費納付金を県へ納付するための財源確保が
必要となってきます。
　その他の特別会計においても料金・収入の見直し、改善を図り、赤字補てんの圧
縮を図る必要があります。

健全な財政運営
❽ 持続可能なまちづくり8-5

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

厳しい財政状況を市民と共有し、費用の削減や財源の確保に努め、健全な財
政運営のまちをつくります。
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《施策項目》

①計画的な財政運営

②諸費用の削減

③財源の確保

④各特別会計の健全運営

①計画的な財政運営

○中長期的な財政計画を策定、公表し、財源配分の重点化を図ります。また、
　財政計画は定期的に修正公表します
○厳しい財政状況を庁内で共有しながら、行政評価を活用した予算編成を行い
　ます。
○分かりやすい財政内容の市民への公表を行い、財政への関心と危機感の共有
　を図り、財政の健全化を推進します。
○全職員に財政内容を周知し、実質公債費比率、将来負担比率、人件費比率等、
　財政の主要指標について目標設定を行い、健全な財政運営を目指します。

○「行政改革大綱」に定める指標の成果を検証しつつ、様々な観点から近隣市
　町村との比較を行うとともに、定期的な見直しを図ります。
○工事契約の適正な履行と入札・契約の適正化を促進します。

《計画施策》

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

１６６．５

１７．８

２,094
百万円

健全な財政運営を目的とし、数値
を設定します。

１５０．０

１５．３

２,000
百万円

将来負担比率

実質公債費比率

人件費
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②諸費用の削減

○市民の理解が得られるよう、国に準じた給与の適正化を進めるとともに、諸
　手当ての見直しなど、人件費総額の抑制に努めます。
○事業に係る経費だけでなく、庁舎管理、業務管理のすべてにおいて経費の節減、
　コスト意識の徹底を図ります。
○各団体等へ支出している補助金等を必要性や効果等を踏まえ、整理合理化に
　取り組むことにより支出の削減を図ります。

③財源の確保

○市税等収納率向上対策委員会を活用し、市税・使用料等の滞納者に対して納
　付意識の浸透を図るとともに、収納率の向上に努めます。

○口座振替の推進やコンビニ収納、* ペイジーなどによる多様な納付環境により、
　収納率の向上に努めます。
○滞納に対する徴収体制の強化、適切な滞納整理の促進など、徴収事務を充実
　強化し収納率の向上を図ります。
○各課の使用料・手数料等の定期的な見直しなどにより自主財源の確保を図り
　ます。

* ペイジー
代金の支払いを金融機関の窓口やコンビニエンスストアのレジに並ぶことなく、パソコンやスマー
トフォン、ATM（現金自動預け払い機）から支払うことができるサービス。

④各特別会計の健全運営

○口座振替制度の奨励等により収納率の向上を図り、安定した事業運営に努め
　ます。
○定期的な見直しなどにより、適切な税・料金の改定を図り、収入の確保に努
　めます。
○滞納に対する徴収体制の強化、適切な滞納整理の促進など、徴収事務を充実
　強化し収納率の向上を図ります。

指標名 現状値 目標値 指標の考え方
2022年2016 年

９３．７％
歳入の多くを占める市税について
収納率の向上を目的とし、数値を
設定します。

９５．０％市税収納率
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　市民の生活や経済の活動圏域は拡大し、交通網の整備や情報化の進展などに伴い
市町村の枠にとらわれず、市民生活は広域化しています。
　本市でも、社会経済情勢の変化に柔軟に対応し、地域住民へ質の高い行政サービ
スを効率的に提供するとともに、個性的で活力ある地域づくりを進めるため、行政
事務の広域化の一層の推進と同時に、山梨県東部広域連合の強化を図る必要があり
ます。
　さらに、近隣市町村とは上・下水道やごみ処理等、市民の生活環境の向上を図る
ため、東部地域広域水道企業団や桂川流域下水道関係市町、大月都留広域事務組合
と連携し、効率的な行政運営に取り組んでいます。
　東部広域連合の主な事業は、介護保険認定審査会の運営のほか、情報公開個人情
報保護審査委員会及び公平委員会に係る事務処理等を共同で行っています。
　今後も、国や県との施策の連携・協調を図るとともに、共通課題を持つ近隣市町
村との連携を強化するなど、広域的視点に立った効率的な事業を推進していく必要
があります。
　また、市町村合併については、山梨県が平成 18 年３月に作成した「山梨県市町
村合併構想」の中で、将来的に望まれる広域的な本県市の姿の一つとして、大月市、
都留市、上野原市、北都留郡及び道志村による東部広域連合構成市村を「東部広域市」

（仮称）として示しています。本市としては、道州制も視野に入れ、引き続きこの
合併構想の枠組みを最大限尊重し、連携と協力に取り組むこととしています。

広域連携の推進
❽ 持続可能なまちづくり8-6

施　策

　《現況と課題》

《基本目標》

広域的な連携による事務事業の推進により、効率的で質の高い事業運営に取
り組みます。
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広域連携の推進

《施策項目》

①広域連携の充実

②東部地域広域水道企業団運営の充実

③桂川流域下水道事業の促進

④大月都留広域事務組合運営の充実

①広域連携の充実

○山梨県東部広域連合（大月市、都留市、上野原市、道志村、小菅村および丹
　波山村の３市３村で構成）の広域行政事務の一層の推進と同時に、広域連合
　組織の強化を図ります
○東部三市消防本部（大月市、都留市、上野原市）での応援対応など広域的な　
　連携を充実します。（再掲）

②東部地域広域水道企業団運営の充実

○上野原市とともに、東部地域広域水道企業団の経営健全化、基盤の強化に努
　めます。（再掲）

③桂川流域下水道事業の促進

○山梨県に対して、富士吉田市、西桂町、都留市、上野原市と連携を図り、効率的、
　効果的な事業執行、早期完成を要望していきます。（再掲）

④大月都留広域事務組合運営の充実

○大月都留広域事務組合では、一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設・リサイク
　ルプラザ）まるたの森クリーンセンターを運営しており、ごみ減量化対策に
　関しての啓発活動の推進やリサイクル運動の推進を図ります。
○ごみ処理施設周辺環境整備事業を推進します。
○リサイクル推進の強化等により、ごみ減量化を図ります。（再掲）
○国のガイドラインや周辺市町村の状況などを精査し、ごみの有料化について
　検討します。（再掲）
〇「山梨県ごみ処理広域化計画」に基づき、効率的なごみ処理を広域的に行って
　いくため、富士北麓も含めた東部地域のごみ処理施設の広域化を検討します。

《計画施策》
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資料編
大月市第７次総合計画
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大月市第７次総合計画策定の経緯

平成２７年  ２月１３日～３月１０日　市民アンケート調査実施

平成２８年  ３月１日～１８日　おおつきの将来構想検討市民会議公募委員募集

平成２８年  ５月１７日 平成２８年度第３回庁議
 ・総合計画基本方針の変更について決定

平成２８年  ９月２９日 第１回おおつきの将来構想検討市民会議　開催
 ・市民会議２６名委嘱
 ・総合計画策定趣旨・市の現状説明

平成２８年１０月２０日 第２回おおつきの将来構想検討市民会議　開催
 ・３グループによるグループワーク

平成２８年１１月１７日 第３回おおつきの将来構想検討市民会議　開催

平成２８年１１月２８日 第１回職員ワーキング会議　開催
 ・総合計画策定趣旨説明

平成２８年１２月１５日 第４回おおつきの将来構想検討市民会議　開催

平成２８年１２月２１日 第２回職員ワーキング会議　開催

平成２９年  １月１５日 第５回おおつきの将来構想検討市民会議　開催

平成２９年  １月２４日 第３回職員ワーキング会議　開催

平成２９年  ２月  ７日 第６回おおつきの将来構想検討市民会議及び
 第４回職員ワーキング合同会議　開催
 ・市民会議・職員６グループの検討経過を合同で報告

平成２９年  ２月２８日 第５回職員ワーキング会議　開催

平成２９年  ２月２８日 第７回おおつきの将来構想検討市民会議　開催

平成２９年  ３月２３日 第８回おおつきの将来構想検討市民会議　開催

平成２９年  ４月２０日 第９回おおつきの将来構想検討市民会議・第６回職員
 ワーキング合同会議　開催
 ・市長へ各グループから出された大月の将来像（案）の６案を報告

平成２９年  ５月１日～１９日　総合計画審議会公募委員募集

平成２９年  ５月２９日 第１回庁内策定委員会　開催

平成２９年  ７月  ４日 第２回庁内策定委員会　開催
 ・将来像３案に絞り込み、基本構想修正

平成２９年  ７月２０日 第１回総合計画審議会　開催
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 ・審議会委員２６名委嘱

 ・総合計画策定趣旨説明

平成２９年  ８月２４日 第２回総合計画審議会　開催
 ・将来像決定、基本構想修正

平成２９年１０月  ３日 市議会議員定例懇談会　基本構想説明

平成２９年１０月１８日 市長へ総論・基本構想の答申

平成２９年１０月１８日～１１月１０日　大月市第７次総合計画基本構想（素案）
 パブリックコメント意見募集期間

平成２９年１１月  ２日 第３回庁内策定委員会　開催
 ・基本構想、基本計画の骨格－施策体系

平成２９年１１月２０日 第３回総合計画審議会　開催
 ・基本構想確定、基本計画－施策体系

平成２９年１１月２１日 市議会議員定例懇談会　総論・基本構想説明
 １２月議会へ議案提出

平成３０年  １月１１日 第４回庁内策定委員会　開催
 ・基本計画・目標指標

平成３０年  １月３０日 第４回総合計画審議会　開催
 ・基本計画・目標指標

平成３０年  ２月  ９日 第５回総合計画審議会　開催
 ・基本計画決定

平成３０年  ２月１３日 市長へ基本計画の答申

平成３０年  ２月１５日 平成２９年度第１２回庁議
 ・基本計画決定の報告

平成３０年  ２月２０日 市議会議員定例懇談会　基本計画決定報告

平成３０年  ２月２１日～３月１４日　大月市第７次総合計画基本計画
 パブリックコメント意見募集期間
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平成２９年１０月１８日
　　大月市長　石井　由己雄　殿

大月市総合計画審議会
会　長　村　上　哲　也

大月市第７次総合計画基本構想（案）について（答申）

　平成２９年７月２０日付け大企０１第５０６号で諮問のありました、大月市
第７次総合計画基本構想（案）について、大月市総合計画審議会条例第２条に
基づき慎重に審議した結果、別紙のとおり答申します。

大企０１第５０６号
平成２９年７月２０日

　　大月市総合計画審議会会長　殿

大月市長　石井　由己雄

大月市第７次総合計画基本構想（案）について（諮問）

　大月市第７次総合計画策定にあたり、大月市総合計画審議会条例第２条の
規定に基づき、別添の大月市第７次基本構想（案）について、貴審議会の意
見を求めます。

平成３０年２月１３日

　　大月市長　石井　由己雄　殿
大月市総合計画審議会

会　長　村　上　哲　也

大月市第７次総合計画基本計画（案）について（答申）

平成２９年７月２０日付け大企０１第５０６号で諮問のありました、
大月市第７次総合計画基本計画（案）について、大月市総合計画審議会
条例第２条に基づき慎重に審議した結果、別紙のとおり答申します。
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○大月市総合計画審議会条例

平成７年３月 27 日
条例第３号

改正　平成８年３月 29 日条例第４号
平成 12 年７月14 日条例第２７号

平成 18 年３月 27 日条例第７号
平成 21 年３月 27 日条例第４号

大月市総合開発審議会条例（昭和 41 年大月市条例第４号）の全部を次のように改正

する。

　（設置）

第１条　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づき、

市長の附属機関として大月市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

　（所掌事務）

第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、大月市総合計画の策定に必要となる調査及び

審議を行う。

　（組織）

第３条　審議会は、委員 30 人以内で組織する。

２　委員は、市議会議員、学識経験者、関係行政機関の職員、市職員及び市民のう

ちから市長が委嘱し、又は任命する。

　（任期）

第４条　委員の任期は２年とする。ただし、市議会議員、関係行政機関の職員のうち

から委嘱又は任命された委員は、任期中であってもその職を離れたときは、委員の

職を失う。

２　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　（会長及び副会長）

第５条　審議会に会長及び副会長を置く。

２　会長及び副会長は、委員のうちから互選によりこれを決める。

３　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。
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　（会議）

第６条　会長は、審議会を召集し、その議長となる。

２　審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するとこ

ろによる。

　（意見等の聴取）

第７条　会長は、審議会の会議において必要と認めたときは、委員以外の者の出席を

求めその説明又は意見を聞くことができる。

　（部会）

第８条　審議会にその所掌事務を分掌させるため、部会を置くことができる。

　（庶務）

第９条　審議会の庶務は、企画財政課において処理する。

　（委任）

第１０条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、別に定

める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

（大月市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２　大月市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 31

年大月市条例第 25 号）の一部を次のように改正する。

　別表第１中「総合開発審議会」を「総合計画審議会」に改める。

　附　則（平成８年３月 29 日条例第４号）

この条例は、平成８年４月１日から施行する。

　附　則（平成 12 年７月14 日条例第 27 号）

この条例は、公布の日から施行する。

　附　則（平成 18 年３月 27 日条例第７号）

この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。

　附　則（平成 21 年３月 27 日条例第４号）

この条例は、平成 21 年４月１日から施行する。
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総合計画審議会委員名簿

  

会長 大月短期大学学長 村上　哲也
副会長 青年会議所理事長 小俣　陽介
 文化協会会長 小林　尚武
 農業委員会会長 志村　喜光
 商工会会長 鯨岡　廣文
 観光協会会長 天野　太文
 大月商店街協同組合理事 小宮　昭夫
 森林組合組合長 棚本　佳秀
 消防団団長 井上　光則
 男女共同参画推進委員会委員長 嵯峨　和子
 北都留医師会会長 鈴木　昌則
 社会福祉協議会会長 和田　昌弘
 老人クラブ連合会会長 畠山　　哲
 民生委員・児童委員協議会会長 池川　　元
 小中学校校長会会長（猿橋中学校校長） 宇野　　誠
 公民館長（市公連会長） 富田　重利
 体育協会会長 山口　英秋
 女性交流会会長 志村　きよ子
 スポーツ推進委員協議会会長 矢ヶ崎　典秀
 おおつきの将来構想検討市民会議議長 天野　統一
 おおつきの将来構想検討市民会議副議長 小俣　比鶴
 市議会議長 山田　善一
 市議会議員　総務産業常任委員長　 小泉　二三雄
 市議会議員　総務産業常任委員長 相馬　　力
 市議会議員　社会文教常任委員長 鈴木　章司　
 市議会議員　社会文教常任委員長 小林　信保 
 大月みらい協議会議長 志村　　淳
 大月みらい協議会委員 藤井　真弓

（名簿順序は不同です）
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おおつきの将来構想検討市民会議設置要綱

　（設置）

第１条　大月市第７次総合計画の策定にあたり、教育・福祉・防災・産業・観光・交通・

環境を含む様々な分野において、行政や市民が何をすべきか広く議論し、大月市の

今後 10 年間の目指すべき方向を示す基本構想の素案を取りまとめるため、おおつ

きの将来構想検討市民会議（以下「市民会議」という。）を設置する。

　（所掌事務）

第２条　市民会議は、大月市第７次総合計画における基本構想等の素案の作成を行う。

　（組織）

第３条　市民会議は、25 名程度の委員で組織する。

２　委員は、各種団体の構成員及び公募者等のうちから市長が委嘱する。

　（任期）

第４条　委員の任期は委嘱の日から、第２条の所掌事務が終了する日までとする。

　（議長及び副議長）

第５条　市民会議に議長及び副議長を置く。

２　議長及び副議長は、委員のうちから互選によりこれを決める。

３　議長は、市民会議を代表し、会務を総理する。

４　副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるときはその職務を代理する。

　（会議）

第６条　会議は、議長が必要に応じて招集し、議事を進行する。

　（庶務）

第７条　市民会議の庶務は、企画財政課において処理する。

　　　附　則

１　この告示は、公布の日から施行する。

２　第６条の規定にかかわらず、第１回の会議は、市長が招集する。
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おおつきの将来構想検討市民会議委員名簿 （名簿順序は不同です）

 新海　友也 大月市文化協会 
  小俣　比鶴 大月市文化協会 （副議長）
  加藤　てる代 大月市体育協会 
 清水　壽子 大月市観光協会 
  平井　和子 大月市観光協会 
 長谷部　賢 猿橋商業振興会 
 天野　　修 大月市商工会 
 嶋田　英子 大月市商工会 
 長幡　　泉 大月市商工会 
 山田　　茂 大月商店街協同組合 
 小宮　昭夫 大月商店街協同組合 
 天野　統一 大月青年会議所 （議長）
 中島　啓介 大月青年会議所 
 黒部　高史 大月市ＰＴＡ連合会 
 卯月　邦彦 大月市ＰＴＡ連合会 
 藤原　　勲 大月市社会福祉協議会 
 中村　友子 障がい者福祉の会 
 廣瀬　重男 男女共同参画推進委員 
 和田　玲子 おおつき女性交流会 
 河西　悦子 おおつき女性交流会 
 福嶋　尚美 大月みらい協議会 
 藤井　真弓 大月みらい協議会 
 須貝　拓夢 大月短期大学学生 
 佐久間　順紀 大月短期大学学生 
 長谷川　彩花 大月短期大学学生 
 平井　裕善 公募 
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大月市の概況

　位　置

　本市は、山梨県の東部に位置し、東は上野原市、南は都留市、富士河口湖町、
西は笛吹市、甲州市、北は小菅村に囲まれています。
　首都東京は東に約 75km、県庁所在地の甲府市へは約 35km の距離にあります。
　古くから甲州街道の宿場町であり、ＪＲ中央本線や中央自動車道、国道 20 号
などの幹線交通網でつながっています。
　さらに、これらの交通網と交差する国道 139 号や富士五湖方面への富士急行線
の分岐点に位置し、交通の要衝となっております。
　また、本市は富士山の北東約 30km に位置しており、富士山の景勝地としても
知られています。

リニア実験線
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　地勢・気候

　本市は、北・東・西に頂点を持つおおむね三角形をしており、最も標高の高い
場所は北部に位置する小金沢山で、その標高は 2,000m を超えています。
　市の南部には、富士北麓の山中湖に発する桂川や、市西部の笹子峠南谷から東
に流れる笹子川、その支流が流れ、これとほぼ直角に真木川、浅利川、葛野川な
どが流入し、それに繋がる大小さまざまな支流とともに複雑な起伏を形成してい
ます。
　また、本市は太平洋側気候に属しており、夏季は高温多湿で、冬季は乾燥した
晴天が多く降水量が少ないなど、市の平均標高は 500m の山間であることから、
季節・昼夜ごとに気温や湿度の変化が大きく激しい気候といえます。
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　土地利用

　市域の約 90％は森林で、１千から２千 m 級の山々に囲まれ、住宅地は、おお
むね市中央部の国道 20 号、ＪＲ中央本線沿いに集まっておりますが、沢沿いの
山間地にも集落が多数点在しております。
　所有区分別土地利用面積をみると、市域全体の面積 28,025ha のうち、公有地
等が
20,672.8ha と 74％を占めています。
　この公有地等のほとんどが山林です。民有地についても、山林が 4,660.7ha と
民有地の 63％を占めています。
　農地のうち水田も河岸段丘の低地や、各河川沿いの低地に集まっています。
　河岸段丘の上部には畑が多く分布しています。 

　 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年

田 178.2 174.5 174.2 173.4 173.8 184.4

畑 1,134.2 1,062.8 1,059.0 1,053.6 1,049.9 1,091.7

宅　地 446.3 448.6 448.5 443.0 440.1 477.4

山　林 4,535.5 4,615.3 4,611.9 4,611.9 4,612.1 4,660.7

原　野 628.0 628.0 624.2 624.2 624.1 641.7

その他 289.8 283.5 284.6 286.8 288.9 296.3

　計 7,212.0 7,212.7 7,202.4 7,192.9 7,188.9 7,352.2

公有地 20,818.0 20,817.3 20,827.6 20,837.1 20,836.2 20,672.8

総面積 28,030.0 28,030.0 28,030.0 28,030.0 　　※ 28,025.0 　　※ 28,025.0

（非課税地）

所有区分別土地利用面積の推移（１月１日現在）　 （単位：ha）

（税務課　土地に関する概要調書）

＊国土地理院平成 26 年全国都道府県市区町村別面積調
　電子国土基本図地図データによる面積計測方法変更に伴う変更
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　沿　革

　本市は、桂川と笹子川の河川沿いに広がる河岸段丘に古くから集落が形成され、
甲州街道の宿場町として、また養蚕・絹織物の特産地として発展してきました。
　昭和 29 年８月に北都留郡の３町４村が合併し山梨県内で６番目の市として市
制が施行され、昭和 30 年９月にはさらに１村を合併して現在の大月市となりま
した。
　昭和 30 年代を迎え、我が国の高度成長期とともに本市においても地場産業で
ある絹織物産業を中心に経済活動が活発化しました。
　しかし、昭和 40 年代後半のオイルショックの影響を受け、繊維工業や中小
企業は次第に衰退し、本市の人口も昭和 30 年の 41,412 人から昭和 50 年には
36,766 人へと大きく減少しました。
　この間、昭和 44 年に中央自動車道富士吉田線、昭和 52 年に中央自動車道西宮
線が開通し、昭和 61 年には中央線快速電車が大月駅へ乗り入れるなど、首都圏
への通勤・通学時間は大幅に短縮されました。
　全国的にも経済の発展期に入り、都会へ進学・就職で転出する方が多くなり、
人口は減少していたものの、大規模公共工事としてダム建設や、山梨リニア実験
線の建設、電子製品の製造企業の誘致や、水力発電所の建設、都心へ通勤できる
立地条件であることから住宅地の造成等で、人口減少をゆるやかに抑えていまし
た。
　しかしながら、景気の退潮とその後の長引く平成不況や、各種建設事業が完了
したこと、近年は少子化の影響をまともに受け、急激に人口減少が表れ、平成 20
年には、人口が３万人を割ってしまいました。
　平成 26 年に市制 60 周年の節目を迎え、今後の新たな時代の変化へと踏み出し
ています。
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「大」を天に向けはねさせて全体を形づくり、
力強さを、また中央の丸を「月」になぞられ
市民の和による発展を象徴、図案化したもの
です。
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